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参考通知等 

 

社会福祉法人の設立に当たっての基本的な関係通知等は次のとおりです。 

設立準備委員会を設立する際には確認をお願いします。 

 

（１） 国の通知など 

① 社会福祉法人審査基準（平成１２年１２月１日局長通知 最終改正平成２８年１１月１１日） 

 

② 社会福祉法人審査要領（平成１２年１２月１日課長通知 最終改正平成２８年１１月１１日） 

 

③ 社会福祉法人定款例（審査基準別紙２ 平成２８年１１月１１日） 

 

④ 社会福祉法人定款例（租税特別措置法第４０条適用版）（平成２９年３月２９日事務連絡） 

 

⑤ 社会福祉法人会計基準（平成２８年３月３１日省令 最終改正平成２８年１１月１１日） 

 

 ⑥ 社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて（平成２９年３月 29 日課長通知） 

  

⑦ 組合等登記令（昭和３９年３月２３日 政令） 

 

（２） 旭川市の要綱等 

 ① 旭川市社会福祉法施行細則 

（平成１２年３月３１日規則第５３号 最終改正平成２９年３月２９日規則第１５号） 

 

 ② 社会福祉法人の設立及び運営に関する要綱 

   （最終改正平成２９年１２月６日） 

 

 ③ 社会福祉法人の設立事務に関する要綱 

（最終改正平成２９年１０月２５日） 

 

（３） 関係団体の参考資料 

 ① 社会福祉法人モデル経理規程（平成２９年４月１日施行） 

全国社会福祉法人経営者協議会作成 
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本手引における略称 

 

略称 法令等名 

法 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号） 

規則 社会福祉法施行規則（昭和２６年厚生省令第２８号） 

審査基準 「社会福祉法人の認可について（通知）」（平成 12 年 12 月１日付け障第

890 号・社援第 2618 号・老発第 794 号・児発 908 号厚生省大臣官房障

害保健福祉部長、厚生省社会・援護局長、厚生省老人保健福祉局長及

び厚生省児童家庭局長連名通知）別紙１「社会福祉法人審査基準」 

審査要領 「社会福祉法人の認可について（通知）」（平成 12 年 12 月１日付け障企

第 59 号・社援企第 35 号・老計第 52 号・児企第 33 号厚生省大臣官房

障害保健福祉部企画課長、厚生省社会・援護局企画課長、厚生省老人

保健福祉局計画課長及び厚生省児童家庭局企画課長連名通知）別紙

「社会福祉法人審査要領」 

障害者総合支援法 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律１２３号） 
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基 本 編 

第１ 社会福祉法人の設立 

社会福祉法人を設立するには，定款について所轄庁の認可を受ける必要があります。（法第３１

条） 

旭川市に主たる事務所を置き，旭川市のみで事業を行う法人を設立する場合は，旭川市が所

轄庁となります（事業を行う市町村によって所轄庁が異なります）。 

旭川市では，「社会福祉法人の設立及び運営に関する要綱」及び「社会福祉法人の設立事務

に関する要綱」により，法人の設立及び運営について定めており，法人を設立する場合は，あらか

じめ設立準備会を設置し，さまざまな要件を整えたうえで，旭川市長の認可を受けることが必要

としています。 

この手引では，上記の２つの要綱に基づき，社会福祉事業の経営を目的とする社会福祉法人

を設立するまでについて説明します。 

設立後の社会福祉法人運営については，法令や通知，旭川市が作成した「社会福祉法人制度

改革後の社会福祉法人運営の手引」に従い社会福祉法人運営を行ってください。 

 

１ 社会福祉法人設立準備委員会の設置                     

 社会福祉法人を設立する場合には，当該社会福祉事業を所管する担当課及び福祉保険部指

導監査課と打合せを行いながら，社会福祉法人設立の準備を進め，設立予定者が事務及び合

議を進める組織として「社会福祉法人設立準備委員会（以下「準備委員会」という。）」を発足さ

せ，社会福祉法人認可に係る事務作業を進めてください。 

（１） 構成及び代表者 

準備委員会の代表者（以下「準備委員会代表者」という。）は，準備委員会の互選により選

任してください。 

また，準備委員会の委員の中には，社会福祉法人設立当初の役員（理事及び監事）予定者

が全員含まれる必要があります。 

 

（２） 準備委員会の運営 

準備委員会の運営，資金管理等については，特定者のみによって行うことがないよう，設立

準備委員会全員により的確に運営を行い，会議等の記録を議事録として整備する必要があり

ます。 

 

（３） 資金管理 

  準備委員会においては，金融機関に準備委員会代表者の預金口座を設け，社会福祉法人設

立認可までの間における資金の受払は，すべてこの預金口座を通して行ってください。 
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※参考 

 改正後の社会福祉法人では，法令や通知，本手引において， 

 役員とは，理事及び監事を指します。 

役員等とは，理事，監事及び評議員を指します。 
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第２ 社会福祉法人が行う事業 

 

１ 社会福祉法人の主な事業    

社会福祉法人は，社会福祉事業を行うことを目的として設立されるものであることから（法第

２２条），社会福祉事業が社会福祉法人の行う事業のうちの主たる地位を占めることが必要です

（審査基準第１の１の（１））。 

この「主たる地位を占める」こととは，事業規模が社会福祉法人の全事業のうち 50%を超えて

いることをいうものと解されます。 

事業規模の判断については，年度毎の特別な事情の影響を除くため，社会福祉法人の経常的

費用により判断することが適当であるので，事業活動内訳表（会計省令第７条第１項第２号ロ（２））

における事業活動費用の比率により判断することになります。 

社会福祉事業は法第２条第２項各号に規定する「第１種社会福祉事業」及び同条第３項各号に

規定する「第２種社会福祉事業」を指します。 

共同募金会が行う共同募金事業は第１種社会福祉事業に当たり（法第 113 条第１項），また，地

方公共団体が設置した社会福祉施設の経営の委託を受けその施設を経営する事業も，公益事

業ではなく社会福祉事業に当たります（審査要領第１の１の（４））。 

 

２ 担当部署との事前協議 

 新たに社会福祉法人を設立し，事業を実施する場合には，当該社会福祉事業を所管するそれ

ぞれの担当部署と事前に協議を行い，事業の実施が可能かを判断していく必要があります。 

 また，福祉関係以外の部署，例えば，事業に使用する土地や建物に関して，都市計画法，建築基

準法，消防法等により制限を受ける可能性や許可等が必要な場合がありますので，関係部署と

の事前の協議を密に行っていく必要があります。 

 

３ 社会福祉法人が行う事業 

社会福祉法人が行う事業には，社会福祉事業，公益事業，収益事業があります。 

各事業の詳細については，「社会福祉法人制度改革後の社会福祉法人運営の手引」の「第２

社会福祉法人が行う事業」のページを参照してください。 
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第３ 社会福祉法人の資産 

 

１ 社会福祉法人の資産 

 社会福祉法人の資産については，基本財産，公益事業財産，収益事業財産とその他財産に区

別されます。 

資産の詳細については，「社会福祉法人制度改革後の社会福祉法人運営の手引」の「第３ 

資産」のページを参照してください。 

 

２ 不動産を借用して事業を実施する場合 

 都市部等土地の取得が極めて困難な地域においては，不動産の一部（社会福祉施設を経営

する社会福祉法人の場合には，土地）に限り，国若しくは地方公共団体以外の者から貸与を受け

ることとして差し支えありませんが，この場合には，事業の存続に必要な期間の地上権又は賃借

権を設定し，かつ，これを登記しなければなりません（審査基準第２の１の（１））。 

 

 

 

 

 

 

 

 

一定の要件を満たすことにより，都市部の地域以外においても，不動産の全部若しくは一部を

国若しくは地方公共団体以外の者から貸与を受けることが認められていますが，次の施設につ

いて，具体的に資産要件の緩和通知が出されています。  

 

① 特別養護老人ホームを設置する場合 

「国又は地方公共団体以外の者から施設用地の貸与を受けて特別養護老人ホームを設置

する場合の要件緩和について」（平成１２年８月２２日社援第１８９６号・老発第５９９号厚生省社

会・援護局長，老人保健福祉局長連名通知） 

 

② 地域活動支援センターを設置する場合 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく地域活動支援

センターの経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資産要件等について」（平成

２４年３月３０日社援発０３３０第５号社会・援護局長通知） 

 

③ 既設法人が福祉ホームを設置する場合 

「国又は地方公共団体以外の者から施設用地の貸与を受けて既設法人が福祉ホームを設

置する場合の要件緩和について」（平成１２年９月８日障第６６９号・社援第２０２８号厚生省大

不動産を賃貸で行う場合の留意点 

賃借料の水準は，法人経営の安定性の確保や社会福祉事業の特性を考慮し，極力低

額であることが望ましく，法人が当該賃借料を長期間にわたって安定的に支払う能力

があると認められる必要があります。 

また，当該法人の理事長又は当該法人から報酬を受けている役員等から貸借により

貸与を受けることは望ましくありません。  
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臣官房障害保健福祉部長，社会・援護局長連名通知） 

④ 既設法人が通所施設を設置する場合 

「国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既設法人が通所施設を設置す

る場合の要件緩和について」（平成１２年９月８日障第６７０号・社援第２０２９号・老発第６２８号・

児発第７３２号厚生省大臣官房障害保健福祉部長，社会・援護局長，老人保健福祉局長，児

童家庭局長連名通知） 

 

⑤ 既設法人以外の法人が保育所を設置する場合 

「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成１６年５月２４日

雇児発第０５２４００２号・社援発第０５２４００８号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長，社会・

援護局長連名通知） 

 

⑥ 地域密着型介護老人福祉施設の「サテライト型居住施設」又は構造改革特別区域におけ

る「サテライト型障害者施設」を設置する場合 

「地域密着型介護老人福祉施設の「サテライト型居住施設」及び構造改革特別区域にお

ける「サテライト型障害者施設」の用に供する不動産に係る取扱いについて」（平成１６年１２

月１３日社援発第１２１３００３号・老発１２１３００１号厚生労働省社会・援護局長，老健局長連名通

知） 

 

⑦ 幼保連携型認定こども園又は小規模保育事業（利用定員が１０人以上であるものに限る。）

を行う施設を設置する場合 

「不動産の貸与を受けて保育所を設置する場合の要件緩和について」（平成１６年５月２４

日雇児発第０５２４００２号，社援発第０５２４００８号雇用均等・児童家庭局長，社会・援護局長

連名通知）第１の１及び２に準じた取扱となります。 

 

⑧ 既設法人がサテライト型居住施設である地域密着型特別養護老人ホーム以外の特別養

護老人ホームを設置する場合 

「国又は地方公共団体以外の者から不動産の貸与を受けて既設法人がサテライト型居

住施設である地域密着型特別養護老人ホーム以外の特別養護老人ホームを設置する場

合の要件緩和について」（平成２８年７月２７日社援発０７２７第１号・老発０７２７第１号厚生労働

省社会・援護局長，老健局長連名通知） 
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３ 社会福祉法人が設立時に保有する資産 

（１） 社会福祉施設を経営する法人 

 ① すべての施設についてその施設の用に供する不動産は，基本財産としなければなりま

せん。 

  ② すべての社会福祉施設の用に供する不動産が国又は地方公共団体から貸与又は使用

許可を受けているものである場合にあっては，１，０００万円以上に相当する資産（現金，預

金，確実な有価証券又は不動産に限る。）を基本財産として有している必要があります。 

 

（２） 社会福祉施設を経営しない法人 

    一般に設立後の収入に安定性を欠くおそれがあり，設立において事業継続を可能とする

財政基盤を有することが必要であるため，原則として１億円以上の資産を基本財産として

有していなければなりません。 

ただし，委託費等で事業継続に必要な収入が安定的に見込める場合については，当該法

人の基本財産は当該法人の安定的運営が図られるものとして所轄庁が認める額の資産と

することができます。 

 

（３） 居宅介護等事業を行う場合の特例 

   

 

 

 

 

 次の①及び②の要件を満たしていれば，１，０００万円以上に相当する資産を基本財産とする

ことで足りるものとされています。 

 但し，併せて行うことが出来る事業の範囲も③のとおり決められています。 

 

【特例の要件】 

① ５年(特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定す

る特定非営利活動法人の場合又は当該居宅介護等事業の事業所の所在地の市町

村長が法人格を取得することについて推薦をした場合には3年)以上にわたって，

居宅介護等事業の経営の実績を有しているとともに，地方公共団体からの委託，

助成又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく指定居宅サービス事

業者，指定地域密着型サービス事業者，指定介護予防サービス事業者若しくは

指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定又は障害者総合支援法（平成17

年法律第123号）に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定を受けているこ

と。 

② 北海道でのみ事業を実施すること。 

 

 

居宅介護等事業とは 

母子家庭居宅介護等事業，寡婦居宅介護等事業，父子家庭居宅介護等事業，老人居宅

介護等事業，障害福祉サービス事業（居宅介護，重度訪問介護，同行援護又は行動援

護に限る。） 
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【併せて行うことができる事業の範囲】 

③ 居宅介護等事業の経営のみを行うことを原則とするが，次に掲げる事業につ

いては，居宅介護等事業の経営と併せて行うことができるものとする。 

ⅰ 障害児相談支援事業，一般相談支援事業又は特定相談支援事業 

ⅱ 障害児通所支援事業（児童発達支援（児童発達支援センターで行う場合を除

く。）又は放課後等デイサービスに限る。）又は老人デイサービス事業 

ⅲ 重度障害者等包括支援 

ⅳ 移動支援事業 

ⅴ 地域活動支援センターを経営する事業  

ⅵ 公益事業及び収益事業（所轄庁が認めた場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 共同生活援助事業等を行う場合の特例 

  

 

 

 

 

 

次の①及び②の要件を満たしていれば，１，０００万円以上に相当する資産を基本財産とする

ことで足りるものとされています。 

 但し，併せて行うことが出来る事業の範囲も③のとおり決められています。 

 

【特例の要件】 

① ５年（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人の場合又は当該共同生活支援事業等の事業所の所在地

の市町村長が法人格を取得することについて推薦をした場合には３年）以上に

わたって、共同生活援助事業等の経営の実績を有しているとともに、地方公共

団体からの委託、助成又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく指

定地域密着型サービス事業者若しくは指定地域密着型介護予防サービス事業者

指定居宅サービス事業者の指定若しくは障害者総合支援法（平成１７年法律第

１２３号）に基づく指定障害福祉サービス事業者の指定若しくは児童福祉法（昭

【根拠通知】 

「居宅介護等事業の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資産要件等につ

いて」（平成１２年９月８日障第６７１号・社援第２０３０号・老発第６２９号・児発

第７３３号厚生省大臣官房障害保健福祉部長，社会・援護局長，老人保健福祉局長，

児童家庭局長連名通知） 

共同生活援助事業等とは 

認知症対応型老人共同生活援助事業、小規模多機能型居宅介護事業 

複合型サービス福祉事業 

障害福祉サービス事業（共同生活介護又は共同生活援助に係るものに限る。） 
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和２２年法律第１６４号）に基づく指定障害児通所支援事業者（保育所等訪問

支援事業者を除く。）の指定を受けていること。 

② 北海道でのみ事業を実施すること。 

 

【併せて行うことができる事業の範囲】 

③ 共同生活援助事業等の経営のみを行うことを原則とするが、次に掲げる事業

については、共同生活援助事業等の経営と併せて行うことができるものとする。 

ⅰ 障害児相談支援事業、一般相談支援事業又は特定相談支援事業 

ⅱ 老人デイサービス事業、障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練（宿

泊型自立訓練を除く。）就労移行支援又は就労継続支援に限る。）又は障害

児通所支援事業を経営する事業 

ⅲ 老人居宅介護等事業、障害福祉サービス事業（居宅介護、重度訪問介護、

同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援に限る。） 

ⅳ 移動支援事業 

ⅴ 地域活動支援センター 

ⅵ 公益事業及び収益事業（所轄庁が認めた場合） 

 

 

 

 

 

 

（５） 介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業を行う場合の特例 

次の①及び②の要件を満たしていれば，１，０００万円以上に相当する資産を基本財産とする

ことで足りるものとされています。 

 但し，併せて行うことが出来る事業の範囲も③のとおり決められています。 

 

【特例の要件】 

① ５年（特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営

利活動法人の場合又は当該訓練事業の事業所の所在地の市町村長が法人格を取得す

ることについて推薦をした場合には３年）以上にわたって、訓練事業の経営の実績を有し

ているとともに、訓練事業について、地方公共団体又は民間社会福祉団体からの委託又

は助成を受けているか、あるいは過去に受けていたことがあること。 

② 北海道でのみ事業を実施すること。 

 

【併せて行うことができる事業の範囲】 

③ 訓練事業の経営のみを行うことを原則とするが、次に掲げる事業については、訓練事

業の経営と併せて行うことができるものとする。 

・公益事業及び収益事業（所轄庁が認めた場合） 

【根拠通知】 

「共同生活援助事業等の経営を目的として社会福祉法人を設立する場合の資産要件等

について」（平成１４年８月３０日社援発第０８３０００７号・老発第０８３０００６

号厚生労働省社会・援護局長，老健局長連名通知） 
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（６） 地域活動支援センターを行う場合の特例 

次の①及び②の要件を満たしていれば，１，０００万円以上に相当する資産を基本財産とするこ

とで足りるものとされています。 

 但し，併せて行うことが出来る事業の範囲も③のとおり決められています。 

 

【特例の要件】 

① 地方公共団体又は民間社会福祉団体等からの委託又は助成を受けているか、あるい

は過去受けていた実績があるとともに、社会福祉法人認可後において、地方公共団体か

らの委託又は助成が将来にわたり継続され、地域活動支援センターが安定的・継続的に

確保されるものとして、旭川市が認めること。 

② 北海道でのみ事業を実施すること。 

 

【併せて行うことができる事業の範囲】 

③ 地域活動支援センターの経営のみを行うことを原則とするが、次に掲げる事

業については、地域活動支援センターの経営と併せて行うことができるものと

する。 

ⅰ 障害児相談支援事業、一般相談支援事業又は特定相談支援事業 

ⅱ 障害福祉サービス事業（居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護又

は重度障害者等包括支援に限る。）又は移動支援事業 

ⅲ 障害福祉サービス事業（共同生活援助及び共同生活介護） 

※地域活動支援センターの経営と併せて行うのではなく、障害者等の生活の

場を提供するための性格を持つものである場合は、実施可能。 

ⅳ 公益事業及び収益事業（所轄庁が認めた場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【根拠通知】  

介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として法人を設立する場合について

は，「介助犬訓練事業又は聴導犬訓練事業の経営を目的として社会福祉法人を設立する

場合の資産要件の緩和等について」（平成１５年５月８日社援発第０５０８００２号） 

【根拠通知】 

「障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターの経営を目的として社会福祉法

人を設立する場合の資産要件等について」（平成２４年３月３０日社援発０３３０第

５） 
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４ 社会福祉法人設立時の資金 

 社会福祉法人の設立に際しては，事業を行う施設を整備する資金や事業の運転資金等が必

要となります。 

 通常，それらの資金については，主に寄附金で賄われることになりますが，必要な額を準備す

る必要がありますので，十分な資金計画を立案する必要あります。 

 施設整備に関しては，行政からの補助金等を受けられる場合もありますので，担当部署に問合

せを行い，補助金等の有無を確認することも必要です。 

 社会福祉法人設立後は，社会福祉事業を行うことによって得られる介護保険事業収入，老人

福祉事業収入，保育事業収入，障害福祉サービス事業収入等を主な収入として社会福祉法人を

運営していくことになります。 

 いずれの収入も設立後直ちに社会福祉法人の収入とはならず，一定期間事業を運営した後に

社会福祉法人の収入となります。 

 したがって，社会福祉法人を設立する場合，設立後の一定期間の事業運営に係る運転資金を

予め用意しておく必要があります。 

 その額については次のとおりです。 

 

 ① 介護保険法上の事業及び障害者総合支援法上の事業を主に運営する社会福祉法人 

  ⇒社会福祉法人の年間事業費の１２分の２以上に相当する現金，預金又は当座預金 

 

 ② 児童福祉施設等を主に運営する社会福祉法人 

  ⇒社会福祉法人の年間事業費の１２分の１以上に相当する現金，預金又は当座預金 

 

５ 社会福祉法人設立時における寄附金 

（１） 寄附金の要件 

社会福祉法人設立に際して寄附が予定されている場合には、次の要件が満たされてい

る必要があります。 

① 書面による贈与契約が締結されていること。 

 

② 寄附者の所得能力，営業実績，資産状況等から当該寄附が確実に行われることに

ついて，所得証明書，納税証明書，残高証明書，資産証明書等により確認できること。 

 

③ 独立行政法人福祉医療機構等からの借入金に対する償還財源，不動産の賃借料

その他必要とされる経常経費について，寄附金が予定されている場合も①，②と同様

ですが，特に個人の寄附については，年間の寄附額をその者の年間所得から控除した

後の所得額が社会通念上その者の生活を維持できると認められる額を上回っている

必要があります。 

 

（２） 寄附金の税制上の取扱い 

社会福祉法人の行う社会福祉事業については様々な税制上の特例措置があり、そ
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の適用については税務署と相談する必要があります。 

手続に不備がある場合は，税制上の特例措置の適用が受けられない場合があるので

注意する必要があります。 
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第４ 評議員について 

1 評議員について 

 社会福祉法人の評議員会については，以前は，諮問機関として，措置事業，保育所等を経営す

る事業，介護保険事業のみを行う社会福祉法人を除き設置が求められていました。 

しかし，法の改正により，平成２９年４月１日以降については，評議員会は社会福祉法人の重要な

意思決定機関として必ず置かなければならない機関となりました（法３６条第１項）。 

評議員の選任に関する事項の詳細については，「社会福祉法人制度改革後の社会福祉法人

運営の手引」の第４ 評議員・評議員会についてのページを参照してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考 

評議員選任・解任委員会を設置する場合は定款例第６条に「選任候補者の推

薦及び解任の提案は，理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運営について

の細則は，理事会において定める。」とあることから，運営に関する規程を定

め運営する必要があります。 

 本手引の附録に参考例として「評議員選任・解任委員会運営細則」を掲載し

てあります。  

参考例を参考に細則を作成してください。 

また，評議員選任・解任委員会の委員の構成は，既存の社会福祉法人では，

定款例のとおり「監事１名，事務局員１名，外部委員１名の合計３名」とする

事例が大半です。 

しかし，新設の社会福祉法人の場合は事業を開始していないことから事務局

員（理事・監事ではない社会福祉法人の事務職員，社会福祉法人の行う施設等

の介護職員や保育士等が就任している例が大半です。）を雇用していないこと

が予想されます。  

理事及び評議員が評議員を選任することは無効であるため，新設の社会福祉

法人で施設等の職員を雇用していない場合の当初の評議員選任・解任委員会の

構成は，「監事１名，外部委員２名」，「監事２名，外部委員１名」，「外部委員

３名」が想定されます。 

なお，法人事務職員（法人の職員等）を雇用した後，定款を変更し，評議員

選任・解任委員会の構成を事務局員も加えたものに変更することも可能です。 

評議員選任・解任委員会の構成については，事前に指導監査課に相談してく

ださい。 
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第５ 理事等について  

１ 理事について 

 理事については，社会福祉法人の業務執行機関である理事会の構成員としてその業務，権限

や責任が法律に明確に規定されています。 

社会福祉法人制度においては，評議員会が必置の議決機関として位置付けられ，理事の選任・

解任の決議は評議員会で行うことになりました（法第４５条の 4 第 1 項）。 

 

２ 理事長について 

理事長は、理事会の決定に基づき、法人の内部的・対外的な業務執行権限を有します（法第４

５条の１６第２項第１号）。 

具体的には、理事会で決定した事項を執行するほか、法に定められた事項以外の理事会から

委譲された範囲内で自ら意思決定をし、執行することができます。 

また，対外的な業務執行をするため、法人の代表権を有します（法第４５条の１７第１項）。 

 

３ 理事会について 

理事会は社会福祉法人の業務執行機関として必ず置かなければならない機関として法に規

定されています（法３６条第１項）。 

 

４ 監事について 

 監事は法において，理事及び理事会の監督機関としてその職務，権限，責任が明確に規定され

ています（法第４５条の１８第２項）。 

 

 

 理事・理事長・理事会・監事についての詳細については，「社会福祉法人制度改革後の社会福

祉法人運営の手引」の「第５ 理事・理事長・理事会について」及び「第 6 監事・会計監査人に

ついて」のページを参照してください。 
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第６ 社会福祉法人の定款 

１ 定款について 

社会福祉法人の定款については，厚生労働省から「定款例」が示されています。 

定款例は，定款について法人の定款に記載されることが一般的に多いと思われる事項につ

いて作成された「定款の定め方の一例」であり，定款例の文言の全てに法人が拘束されるもの

ではありません。 

定款に記載する内容については， 

① 必要的記載事項 

     必ず定款に記載しなければならない事項であり，その一つでも記載が欠けると，定款の

効力が生じない事項（法第３１条第１項各号に掲げる事項等）ですので注意して下さい。 

内容については，法令に沿ったものであればよく，当該定款例の文言に拘束されるもの

ではありません。 

② 相対的記載事項 

    必要的記載事項と異なり，記載がなくても定款の効力に影響はありませんが，法令上，

定款の定めがなければその効力を生じない事項です。 

③ 任期的記載事項 

    法令に違反しない範囲で任意に記載することができる事項です。 

に区別されます。 

定款の作成の詳細については「社会福祉法人制度改革後の社会福祉法人運営の手引」の

「第１ 社会福祉法人の定款」のページを参照してください。 

また，定款例については本手引の附録を参照してください。 
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社会福祉法人設立事務編 

第１ 法人設立までの準備（準備委員会で行う準備） 

１ 準備委員会の発足・事務 

 社会福祉法人を設立する場合は，準備委員会を発足させ社会福祉法人認可に係る事務を進

めることになります。 

 この準備委員会で，社会福祉法人認可までの関係機関との調整，利用者及び利用者家族へ

の説明等を進め，社会福祉法人設立に係る様々な事務作業等を進めていくこととなります。 

 ただし，準備委員会で選任された役員候補者が必ず，設立後の役員になるわけではありませ

ん。役員は社会福祉法人設立後に開催される，評議員会により選出されることで役員に選出さ

れることとなります。 

 また，社会福祉法人は「公益性」と「非営利性」を有する公益性の高い法人であることから，設

立準備委員会においてもその運営については透明性を確保することが求められます。 

 具体的には，準備委員会においても資金の管理など次に記載する事項について適正に行う必

要があるので事務処理等については十分留意する必要があります。 

（１） 準備委員会の運営，資金管理等については，特定者のみによって行うことなく，設立準

備委員全員により的確に行うよう配慮し，議事録等※を整備すること。 

 

（２） 準備委員会においては，金融機関に準備委員会代表者名義の預金口座を設け，社会福

祉法人設立認可までの間における資金の受払は，全てこの預金口座を通して行うこと。 

 

（３） 預金の出入りについては，入金及び支出先を明確にすること。 

 

（４） 支払済みのものは全て領収書が整備され，額の大きいもの（おおむね１０万円以上）につ

いては，契約書，請求書等も整備されていること。 

 

（５） 契約の事務については，「社会福祉法人における入札契約等の取扱いについて（雇児総

発 0329 第１号，社援基発 0392 第１号，障企発 0329 第１号，老高発 0329 第１号 平成２９年３

月２９日）」に従い事務を行うこと。 

 

 

 

 

 

２ 実施する事業計画の策定と行政との協議 

 社会福祉法人は，社会福祉事業を実施することを目的とする公益法人です。社会福祉法人の

認可を受けるためには，社会福祉法に定める社会福祉事業を実施することが確実であることが

要件になります。 

※ 議事録の作成については，社会福祉法人の議事録の作成方法に準じて作成するこ

とが望ましいです。 
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社会福祉事業を実施するには，旭川市に事業実施の可否を事前に確認する必要があります。

そのため事業にかかる人員や予算等事業に関する計画をあらかじめ旭川市の関係部局と調整

をしてください。 

なお実施する事業にかかる不動産や資金等もこの時点で計画しておきます。 

 

３ 施設整備計画の協議と補助金申請 

 法人設立にあたり，建物を新築，改築する場合は，施設整備計画や補助金申請の協議をあ

らかじめしておく必要があります。 

補助金の有無によって，施設整備計画に大きく影響が及ぶことから，補助金を活用する場

合は，早い段階で補助金申請の協議を関係部局と行うようにしてください。 

 

４ 借入金に関する協議 

 社会福祉法人の設立の際に施設整備を行う場合において借入を行う場合，借入先との借

入金額，償還計画等の協議を行う必要があります。 

その際は設立認可申請前に，借入ができる旨の内示通知や決定通知が出ている必要が

あります。 

償還財源や償還年数等の償還計画についても，早い段階で借入先と調整するようにして

ください。 

 

５ 社会福祉法人設立及び事業実施にかかる資産及び資金計画の策定 

社会福祉法人設立にかかる資産及び資金にかかる計画を立てます。 

社会福祉法人の設立要件となっている資産や資金の他に，事業を実施するための運転資

金等も該当します。 

 

６ 収支計画の確認及び収支予算書の作成 

社会福祉法人で運営する事業の収支予算を立てる必要があります。 

社会福祉法人設立計画時点において，計画している定員や利用者数での運営費収入や

人件費等の支出を積算し，収支計画を細かく立てます。項目ごとに積算根拠も作成する必

要があります。 

収支計画が固まったら，設立年度，事業開始年度の２か年分の収支予算書を作成します。 

 収支予算書の作成については「社会福祉法人会計基準（平成２８年３月３１日 厚生労働

省令第７９号）」に沿って作成する必要があります。 

 

７ 役員・評議員予定者の選定 

社会福祉法人の役員や評議員の予定者を選定します。各予定者が役員又は評議員の要

件を満たしているかを確認した上で，選定します。 

予定者を検討する段階で，事前に旭川市に相談するようにしてください。予定者が社会福

祉法人の役員，評議員の選任要件に該当しない場合，設立認可を受けられませんので，ご注

意ください。 
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８ 評議員選任方法の決定 

評議員の選任及び解任の方法については，法第３１条第１項第５号において，社会福祉法人が

定款で定めることとしていますが，同条第５項において理事又は理事会が評議員を選任・解任す

る旨の定めは無効で，理事長が評議員を委嘱することはできません。 

定款で定める方法としては，定款例にあるとおり，外部委員が参加する，「評議員選任・解任委

員会」を設置し，この委員会の決定に従って行う方法が最も一般的な評議員の選任方法だと考

えられます。 

法人設立後，速やかに評議員を選任する必要があることから，評議員選任・解任委員会委員の

選任を行う必要があります。 

 

9 各種規程の整備 

 社会福祉法人を運営していくためには様々な規程（ルール）を策定し，それに従い運営を行っ

て行くことが求められます。 

 準備委員会においてそれらの規程案を準備しておく必要があります。 

 準備委員会で準備しておかなくてはならない規程の主なものは次のとおりです。 

 （１） 定款細則(認可を受けようとする定款に沿ったもの) 

 （２） 評議員選任・解任委員会細則（評議員を評議員選任・解任委員会で選任する場合） 

 （３） 役員等の報酬等の支給の基準を記載した書類（役員等報酬規程） 

 （４） 事業（施設）の運営規程 

（５） 経理規程 

（６） 就業規則 

（７） 給与規程 

（８） 火事・非常災害等に対する対策 

これ以外の規程についても，法人・事業の状況により，法人認可・事業開始後に更に規程等を

整備する必要があります。 

 

10 職員への説明・同意 

新規に事業を開始し社会福祉法人を設立する場合には，採用する職員に対して，職員給料，退

職金，雇用条件等を細かく説明し，同意を得る必要があります。 

雇用条件等を職員に説明するためには，「9 各種規程の整備」の就業規則や給与規程等の案

が定められていることが必要となりますので，整備が必要です。 

他団体から事業譲渡を受けて社会福祉法人を設立する場合※は，経営主体が変更になるた

め，社会福祉法人で経営する場合の就業条件等の変更事項を十分説明の上，事業譲渡にかかる

同意書等を取り交わしておく必要があります。 

 

 

 

 

 

※例として  

個人事業主から，保育所の譲渡を受け法人を設立する場合など  
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１１ 利用者や利用者家族への説明・同意 

新規に事業を開始し社会福祉法人を設立する場合は不要ですが，他団体から事業譲渡を受

けて設立する場合は，経営主体が変更になるため，利用者や利用者家族への説明を行う必要が

あります。 

経営主体の前後でサービス内容や料金，利用契約の更新等の手続きも含め，どのように変更

になるのかをあらかじめ十分説明した上で，同意を得るようにしてください。 

 

１２ 地域や市民委員会及び町内会への説明 

社会福祉事業を実施する地域への説明も，あらかじめしておく必要があります。 

実施する事業についての説明を行い，社会福祉法人設立に関して理解を得ておくようにして

ください。 

地域や市民委員会及び町内会から事業実施について反対されている場合，事業の許可を得

られず，社会福祉法人の認可もできない可能性もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設立時の役員等について 

 法人設立時の役員等は，定款例の附則「設立当初の役員，評議員は次のとおりとす

る」にあるとおり，定款に記載されますが，この役員等についてはあくまでも「設立

時の役員等」であって，設立後速やかに附則「だだし，この法人の設立後遅滞なく，

この定款に基づき役員の選任を行うものとする。」に従い，役員等の選任を行う必要が

あります。 

 つまり，設立当初の役員等は設立を行うための仮の役員等であり，法人設立後に認

可された定款に従い速やかに，評議員の選任，理事・監事の選任，理事長の選任等を

行う必要がありますので注意して下さい。 

 認可後に「定款に記載された方法で選任」された役員等が実際の法人の事業運営（社

会福祉事業の運営）を行っていくことになります。 
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第２ 社会福祉法人認可申請書の提出 

1 社会福祉法人認可申請書の提出の前に 

「第１ 社会福祉法人設立までの準備（準備委員会で行う準備）」で説明した準備が終

了し，書類が整った段階で旭川市に設立認可申請書を提出することになりますが，旭川市

では施設整備を実施して社会福祉法人を設立する場合には，設立認可申請書を提出する

前に「社会福祉法人設立計画書」（以下「設立計画書」という。）の提出を求めています。 

設立計画書を提出する時期等については，旭川市等から施設整備補助を受け社会福祉

法人を設立する法人と施設整備補助金を受けないで社会福祉法人を設立する法人で違

いがあります。 

 

(1) 旭川市から施設整備補助を受け社会福祉法人を設立する場合 

施設整備補助の公募等の申請にあわせて設立計画書を旭川市に提出する。 

 

(2) 旭川市から施設整備補助金を受けずに施設整備を行い社会福祉法人を設立する場 

 合 

 原則として，社会福祉法人を設立しようとする年度の前年度の８月末日までに旭川市

に提出する。 

 なお，事業の開始時期（年度の途中など）や事業の実施形態（施設を賃貸借するなど）

により提出時期は協議させていただきます。 

 

２ 設立計画書の提出時期 

旭川市から施設整備補助を受ける場合には，旭川市が国庫補助金や道補助金の申請

や予算化等を行う必要があり，事前に法人について確認する事項があるために，１の（１）の

期日までに設立計画書を提出して下さい。 

また，施設整備を行う際に旭川市から施設整備補助金を受けない場合でも，社会福祉

法人の適切な設立準備が必要であることから，１の（２）の期日までに設立計画書を提出し

てください。 

 

３ 設立計画書の作成 

  設立計画書は，次の（１）～（４）の内容について作成します。 

施設整備に関する補助金の審査等に必要な内容について記載することになるので，適

正に記載する必要がありますので，準備委員会で設立計画書の提出時までには，記載する

事項について決定・整理して下さい。 

（１） 社会福祉法人設立計画書（様式第１号） 

（２） 社会福祉法人設立計画概要書（様式第２号） 

（３） 設立準備委員会委員構成状況・法人役員等構成予定一覧（様式第２号別紙） 

（４） 事業実施の必要性等（様式第３号） 

各様式には法人設立の状況にあわせて添付する書類が必要になります。 
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４ 社会福祉法人設立計画書及び添付する必要書類 

 

様式第１号 社会福祉法人設立計画書 

様式第２号 社会福祉法人設立計画概要書 

様式第2号別紙 設立準備委員会委員構成状況・法人役員等構成予定一覧 

 

  

役員等関係資料 

 

設立準備委員会規約 

設立準備委員会議事録 

法人役員予定者の履歴書 

法人役員予定者の欠格事由に該当しない旨を証する書類 

法人役員予定者の就任承諾書 

評議員の選任及び解任の方法について定めたもの（評議員選任・解任委員会規則等） 

評議員予定者の履歴書 

評議員予定者の欠格事由に該当しない旨を証する書類 

評議員予定者の就任承諾書 

贈与契約（確約）書 

贈与予定者の資産申立書 

贈与予定者の前年の所得証明書及び納税証明書 

贈与予定者の残高証明書 

贈与予定者の身分証明書 

贈与予定者の印鑑登録証明書 

様式第3号 事業実施の必要性等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建物関係資料 

  

  

  

  

  

  

  

不動産登記事項証明書 

（無償）貸付契約（確約）書 

贈与契約（確約）書又は売買契約（確約）書 

所有権移転確約書 

配置図（施設の全体、併設、近隣施設の配置状況） 

平面図 

工事工程表 

工事設計内訳表 

設備整備費見積書 

用地関係資料 

  

不動産登記事項証明書 

（無償）貸付契約（確約）書 

贈与契約（確約）書又は売買契約（確約）書 

所有権移転確約書 

地上権設定登記確約書（借地の場合） 

抵当権、根抵当権解除確約書 

関係他法解除手続スケジュール表 

関係他法解除に係る関係機関との協議経過 
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５ 社会福祉法人認可申請書の提出 

 事業の実施が具体化した後に，旭川市社会福祉法施行細則で定めている「社会福祉法

人設立認可申請書」と所定の添付書類を提出することとなりますが，提出時期について

は次のとおりとなります。 

 

（１） 旭川市から施設整備補助を受け社会福祉法人を設立する場合 

   旭川市への補助金申請は法人設立後になるので，補助金申請を行う日の１か月前

までに，設立認可申請書を提出する。 

（２） 旭川市から施設整備補助金を受けずに施設整備を行い社会福祉法人を設立する 

場合及び施設整備を伴わずに法人を設立する場合 

法人設立予定日の１か月前までに設立認可申請書を提出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

借入金償還関係資料 借入金償還計画等一覧表 

金融機関等との協議経過（融資予定証明書等） 

償還財源の贈与契約（確約）書 

償還財源の贈与予定者の資産申立書（役員資料に添付の場合省略可） 

償還財源の贈与予定者の前年の所得証明書及び納税証明書（ 〃 ） 

償還財源の贈与予定者の残高証明書（ 〃 ） 

償還財源の贈与予定者の身分証明書（ 〃 ） 

償還財源の贈与予定者の印鑑登録証明書（ 〃 ） 

地域住民への説明 周辺住民の賛同書・同意書 

地元説明会の開催状況 

財産目録 設立当初において法人に帰属すべき財産の目録 

事業経営計画等関係

資料 

設立当初の会計年度及び次の会計年度おける事業計画書及びこれに伴う収支予算書 

注意！ 

 介護保険法及び障害者総合支援法に基づく事業を実施するためには，事業所の指定を

受けなければなりません。 

その指定申請は「法人」（社会福祉法人に限らず法人格を有している事業者でなくて

はなりません。）でなくては行うことができません。 

また，介護保険法及び障害者総合支援法に基づく事業指定申請の事務処理期間は最低

でも１か月を要します。 

 従って，社会福祉法人を新たに設立して，介護保険法及び障害者総合支援法に基づく

事業を行うためには，最低でも事業開始予定日の２か月前までに社会福祉法人の設立認

可申請を行う必要があります。 
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６ 社会福祉法人認可申請書として提出する書類及び添付書類 

№ 名  称 様 式 

１ 社会福祉法人設立認可申請書 様式第１号（第２条関係） 

２ 定款 定款例 

３ 添付書類目録  

４ 設立準備委員会議事録(設立時から法人認可申請書提出時まで) 議事録例 

５ 財産目録 会計基準様式使用 

６ 

役
員
等
関
係
添
付
書
類 

法人役員予定者の履歴書 参考様式１ 

７ 法人役員予定者の欠格事由に該当しない旨の証する書類 参考様式２ 

８ 法人役員予定者の就任承諾書 参考様式３ 

９ 評議員予定者の履歴書 参考様式４ 

１０ 評議員予定者の欠格事由に該当しない旨の証する書類 参考様式５ 

１１ 評議員予定者の就任承諾書 参考様式６ 

１２ 
評議員の選任・解任の方法について定めたもの（評議員選任・解

任委員会細則等） 

評議員選任・解任委員

会細則 

１３ 
評議員の選任・解任の方法について定めたもの（評議員選任・解

任委員会等）の構成員の名簿 

 

１４ 
評議員の選任・解任の方法について定めたもの（評議員選任・解

任委員会等）の構成員の履歴書 

参考様式7 

１５ 
評議員の選任・解任の方法について定めたもの（評議員選任・解

任委員会等）の構成員の就任承諾書 

参考様式8 

１６ 贈与契約(確約)書 参考様式9 

１７ 贈与予定者の資産申立書 参考様式有12 

１８ 贈与予定者の前年の所得証明書及び納税証明書  

１９ 
贈与予定者の預貯金等の残高証明書(複数の金融機関がある場

合は，証明日は全て同じ年月日で申請日から３か月以内のもの) 

 

２０ 贈与予定者の身分証明書(申請日から３か月以内のもの)  

２１ 贈与予定者の印鑑証明書(申請日から３か月以内のもの)  

２２ 

建
物
関
係
資
料 

登記事項証明書(申請日から３か月以内のもの)  

２３ (無償)貸付契約(確約)書  

２４ 贈与契約(確約)書又は売買契約（確約）書 参考様式10・13 

２５ 所有権移転確約書 参考様式15 

２６ 配置図(施設の全体，併設，近隣施設の配置状況)  

２７ 平面図  

２８ 工事工程表  

２９ 工事設計内訳書  

３０ 設備整備費見積書  
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31 

用
地
関
係
資
料 

 

不動産登記事項証明書  

32 (無償)貸付契約(確約)書  

３３ 贈与契約(確約)書又は売買契約（確約）書 参考様式10・13 

３４ 所有権移転確約書 参考様式14 

３５ 地上権設定登記確約書（借地の場合）  

３６ 抵当権，根抵当権解除確約書 参考様式15 

３７ 関係他法解除手続スケジュール表  

３８ 関係他法解除に係る関係機関との協議経過  

３９ 

借
入
金
償
還
関
係
資
料 

借入金償還計画等一覧表  

４０ 金融機関等との協議経過(融資予定証明書等)  

４１ 償還財源の贈与契約(確約)書 参考様式11 

４２ 
償還財源の贈与予定者の資産申立書(役員資料に添付の場合省

略可) 

参考様式12 

４３ 償還財源の贈与予定者の前年の所得証明及び納税証明書(〃)  

４４ 

償還財源の贈与予定者の預貯金等の残高証明書(複数の金融機

関がある場合は，証明日は全て同じ年月日で申請日から３か月以

内のもの) (〃) 

 

４５ 
償還財源の贈与予定者の身分証明書(申請日から３か月以内のも

の) (〃) 

 

４６ 償還財源の贈与予定者の印鑑登録証明書  

４７ 

諸
規
程
等 

定款細則(認可を受けようとする定款に沿ったもの)  

４８ 役員等の報酬等の支給の基準を記載した書類（役員等報酬規程）  

４９ 事業（施設）の運営規程（案）  

５０ 経理規程（案）  

５１ 就業規則（案）  

５２ 給与規程（案）  

５３ 地域住民への

説明 

周辺住民の賛同書・同意書  

５４ 地元説明会の開催状況  

５５ 
事 業 経 営 計 画

等関係資料 

設立当初の会計年度及び次の会計年度おける事業

計画書及びこれに伴う収支予算書 

 

 

７ 提出時の注意 

（１） 提出部数 正本と副本の２部提出して下さい。正本は旭川市が保管します。 

副本は認可書として法人にお返しします。 

（２） 土地，建物の表示は，一筆，一棟ごととし，登記事項証明書の記載内容と一致させる

必要があります。 

（３） 印鑑証明書，身分証明書，登記事項証明書等は発行日から３か月以内ものを提出し

てください(申請日を基準とします。写しの場合は原本謄写の証明が必要です。)。 

（４） 提出書類の大きさは全てＡ４に統一して下さい。 
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Ａ４より小さい書類はＡ４の台紙に貼付して下さい。 

（５） 各書類には「（６）社会福祉法人認可申請書として提出する書類及び添付書類」の

番号順に並べ書類と書類の間には添付番号を記入したインデックスを付けた合紙もしく

は仕切りを入れて下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 

④ 

インデックスを付けた仕切り

を入れる 

フラットファイルの規格 

Ａ４版（Ａ４-Ｓ）２穴 
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※注意 

添付書類で写しを提出する場合は，原本と相違ない旨を準備委員会の代表が証明  

(原本謄写の証明 )し，提出してください。  

原本謄写の例  

 原本と相違ないことを証明する  

平成○○年○○月○○日  

 社会福祉法人 ○○会設立準備委員会  

 代表  ○○  ○○  

 

㊞ 

承 諾 書  

 

社会福祉法人○○会評議員に就任することを承諾します。  

なお，評議員に就任するにあたっては，定款に定める事項を遵守することを誓

います。  

  （任期）平成○○年○月○日～平成○○年度定時評議員会終結時  

 

平成 年 月 日  

住所  

氏名         （印）  

 

社会福祉法人  

理事長           様           

               

例 

原本と相違ないことを証明する 

平成○○年○○月○○日 

 社会福祉法人 ○○会設立準備委員会 

 代表  ○○  ○○ 
㊞  



 

30 

 

８ 認可申請書の作成に係る注意点 

№ 書 類 注 意 点 

１ 社会福祉法人認可申請書 

様式第１号（第２条関係） 

・事務所の所在地や事業の種類が定款の

記載どおりとなっているか。 

・資産の金額は財産目録と一致している

か。 

・親族等の特殊関係者の有無が適正に記

載されているか。 

・役員の資格等は記入されているか。 

・他の社会福祉法人の理事長への就任状

況は記入されているか。 

・理事のうち，理事長予定者について「○」

があるか。 

２ 定款 ・定款例を参考に作成しているか。 

・必要的記載事項が記載されているか。 

・租税特別措置法第４０条第１項の適用を受

ける定款か。 

３ 添付書類目録 ・添付が必要な書類のみ記載し作成するこ

と。 

４ 設立準備委員会議事録 ・設立当初から法人認可申請時までの議事

録が添付されているか。 

・議長・議事録署名人の印が押印されてい

るか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

５ 財産目録 ・金額や資産の内容が，贈与契約書と一致

しているか。 

・不動産は，登記事項証明書のとおり一棟，

一筆ごとに記載されているか。 

・負債はないか。 

６ 

役
員
等
関
係
添
付
書
類 

法人役員予定者の履歴書 ・欠格事由に該当しない旨が確認できる

か。 

・他の法人の理事長への就任について確認

できるか。 

・特殊の関係者の確認がなされているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 
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7 

役
員
等
関
係
添
付
書
類 

法人役員予定者の欠格事由に該当しな

い旨の証する書類 

・法第４４条第１項に規定する項目について

確認されているか。 

・暴力団員等の反社会的勢力の者でない

か確認されているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

８ 法人役員予定者の就任承諾書 ・任期について適正に記載されているか。 

・押印があるか。 

・年月日は適正に記載されているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

９ 評議員予定者の履歴書 ・欠格事由に該当しない旨が確認でるか。 

・他の法人の理事長への就任について確認

できるか。 

・特殊の関係者の確認がなされているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

10 評議員予定者の欠格事由に該当しない

旨の証する書類 

・法第４０条第１項に規定する項目について

確認されているか。 

・暴力団員等の反社会的勢力の者でない

か確認されているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

11 評議員予定者の就任承諾書 ・任期について適正に記載されているか。 

・押印があるか。 

・年月日は適正に記載されているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

12 評議員の選任・解任の方法について定

めたもの（評議員選任・解任委員会細則

等） 

・定款に定める方法と相違ないか。 

 

13 評議員の選任・解任の方法について定

めたもの（評議員選任・解任委員会等）

の構成員の名簿 

・理事，監事，評議員候補者が構成員となっ

ていないか。 

・外部の委員が構成員となっているか。 

・３名以上であるか。 

14 評議員の選任・解任の方法について定

めたもの（評議員選任・解任委員会等）

の構成員の履歴書 

・外部の委員について，親族や特殊の関係

となっていないか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

15 評議員の選任・解任の方法について定

めたもの（評議員選任・解任委員会等）

の構成員の就任承諾書 

・任期について適正に記載されているか。 

・押印があるか。 

・年月日は適正に記載されているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

16 贈与契約(確約)書 ・原本謄写の証明がなされているか。 

・寄附の目的は適正に記載されているか。 
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17 

役
員
等
関
係
添
付
書
類 

贈与予定者の資産申立書 ・残高証明書と整合性はとれているか。 

・原本謄写の証明がなされているか。 

18 贈与予定者の前年の所得証明書及び

納税証明書 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

・申請日から３か月以内のものか。 

19 贈与予定者の預貯金等の残高証明書 ・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

・複数の金融機関の証明がある場合，全て

同一の日付であるか。 

・日付は３か月以内のものか。 

20 贈与予定者の身分証明書 ・発行日は３か月以内のものか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

21 贈与予定者の印鑑登録証明書 ・発行日は３か月以内のものか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

22 

建
物
関
係
資
料 

登記事項証明書(申請日から３か月以

内のもの) 

・対象の不動産が全て添付されているか。 

・契約書に記載されている不動産と一致し

ているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

・抵当権等の利用権が設定されていない

か。 

23 (無償)貸付契約(確約)書 ・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

24 贈与契約(確約)書又は売買契約（確

約）書 

・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・贈与契約書の氏名，住所，印影は印鑑登録

証明書と一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

25 贈与予定者の印鑑登録証明書 ・発行日は３か月以内のものか。 

・贈与契約書の氏名，住所，印影と一致して

いるか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 
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26  所有権移転確約書 ・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・確約書の氏名，住所，印影は印鑑登録証明

書と一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

 

２７ 抵当権・根抵当権解除確約書 ・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

２８ 配置図(施設の全体，併設，近隣施設の

配置状況) 

・事業を実施する場所が確認できる図面を

添付しているか。 

２９ 平面図 ・施設の状況が解るもの（各部屋の用途，２

階建以上の場合は各階の図面）を添付して

いるか。 

３０ 工事工程表 ・工事開始日，建物の引き渡し日は記載さ

れているか。 

３１ 工事設計内訳書 ・設立年度の予算書と合致しているか。 

３２ 設備整備費見積書 ・設立年度の予算書と合致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

３３ 

用
地
関
係
資
料 

不動産登記事項証明書 ・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

・抵当権等の利用権が設定されていないか

（抵当権，根抵当権解除確約書が添付され

ている場合を除く）。 

３４ (無償)貸付契約(確約)書 ・一筆ごとに記載されているか。 

・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

３５ 贈与契約(確約)書又は売買契約（確

約）書 

・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 
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３６ 

用
地
関
係
資
料 

所有権移転確約書 ・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

３７ 地上権設定登記確約書（借地の場合） ・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

 

 

３８ 抵当権，根抵当権解除確約書 ・登記事項証明書に記載されている内容と

一致しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

３９ 関係他法解除手続スケジュール表 ・任意様式 

・一連の経過が分かるように記載すること。 

・施設建設時までに解除が確実であるか。 

40 関係他法解除に係る関係機関との協議

経過 

・任意様式 

 

4１ 

借
入
金
償
還
関
係
資
料 

借入金償還計画等一覧表 ・複数の金融機関より借入れる場合は，

個々の償還計画と法人合計の償還計画を

作成すること。 

・保育所の場合は，「子ども・子育て支援法

附則第６条の規定による私立保育所に対す

る委託費の経理等について」に沿った償還

額であるか。 

4２ 金融機関等との協議経過(融資予定証

明書等) 

・融資予定証明書の場合は原本謄写の証

明がなされているか。 

43 償還財源の贈与契約(確約)書 ・氏名，住所，印影は印鑑登録証明書と一致

しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

4４ 償還財源の贈与予定者の資産申立書

(役員資料に添付の場合省略可) 

・氏名，住所，印影は印鑑登録証明書と一致

しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 
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４５ 

借
入
金
償
還
関
係
資
料 

償還財源の贈与予定者の前年の所得

証明及び納税証明書(〃) 

・氏名，住所，印影は印鑑登録証明書と一致

しているか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

46 償還財源の贈与予定者の預貯金等の

残高証明書(複数の金融機関がある場

合は，証明日は全て同じ年月日で申請

日から３か月以内のもの) (〃) 

・氏名，住所は印鑑登録証明書と一致して

いるか。 

・写しの場合，原本謄写の証明がなされて

いるか。 

47 償還財源の贈与予定者の身分証明書

(申請日から３か月以内のもの) (〃) 

・氏名，住所，印影は印鑑登録証明書と一致

しているか。 

４８ 償還財源の贈与予定者の印鑑登録証

明書 

・氏名，住所，印影は契約書と一致している

か。 

 

４９ 

諸
規
程
等 

定款細則（案）(認可を受けようとする

定款に沿ったもの) 

・定款に沿っているか。 

・設立準備委員会で議決されているか。 

50 役員等の報酬等の支給の基準を記載し

た書類（案）（役員等報酬規程） 

・設立準備委員会で議決されているか。 

・不当に高額ではないか。 

51 事業（施設）の運営規程（案） ・事業申請及び事業認可申請に提出するも

のと同じものか。 

52 経理規程（案） ・拠点区分，サービス区分設定が適正か。 

・法人の実情に合っているか。 

53 就業規則（案） ・実施する事業（施設）に沿った規程か。 

・労働基準法に抵触しないか。 

54 給与規程（案） ・実施する事業（施設）に沿った規程か。 

・労働基準法に抵触しないか。 

55 地 域 住 民

への説明 

周辺住民の賛同書・同意書 ・同意書の人物は，地域の代表者（町内会

長等）か。 

地元説明会の開催状況 ・日時，場所，参加者等は記載されている

か。 

・説明した内容は適正に記録されているか。 

56 事 業 経 営

計 画 等 関

係資料 

設立当初の会計年度及び次の会

計年度おける事業計画書及びこ

れに伴う収支予算書 

・社会福祉法人会計基準に従って作成され

ているか。 

・予算等は妥当であるか。 

・事業計画は妥当であるか。 
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第３ 社会福祉法人設立認可後の手続 

 

社会福祉法人の設立が認可された場合は，旭川市から社会福祉法人設立認可書が交付され

ます。 

 社会福祉法人設立認可書が交付された場合は，次の手続を遅滞なく行う必要があります。 

 

１ 設立登記 

 設立認可日から，２週間以内に旭川地方法務局で登記を行う必要があります。 

 法人設立認可だけでは社会福祉法人として設立したこととはなりません。社会福祉法人とし

ての登記が為された時点で初めて社会福祉法人としての設立が認められたことになります。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 財産の移転 

設立認可申請書に添付した財産目録記載の財産は，法人設立認可後法人の所有となるもの

なので，速やかに現金・不動産等の贈与を受け，財産の移転を行う必要があります。（認可前に設

立準備委員会で寄附金の寄託を受けている場合は，それを法人の財産に移転することとなり，

領収書は法人から各寄附者に発行することとなります。） 

 

３ 役員等の選任 

 設立時の定款に記載された役員等は設立時の役員等であり，設立認可後に速やかに定款に

定められた方法により，役員等を選任します。 

 この役員等が実際に社会福祉法人を運営していく役員等になります。 

 

（１） 役員等の選任の手順 

 ① 理事会の開催 

理事会を開催し，以下の事項を議決します。 

ⅰ 評議員選任・解任委員会細則の議決※ 

  ※定款例に合わせて，評議員の選任等を「評議員選任・解任委員会」で行う場合 

ⅱ 評議員選任・解任委員の選定 

ⅲ 評議員候補者の決定 

ⅳ 役員候補者の決定 

  ⅴ 役員等の報酬基準案の決定（役員等の選定に関係するため，最初の理事会で案を定め

ていく必要があります。） 

【社会福祉法】  

第３４条（設立の時期）  

 社会福祉法人は，その主たる事業所の所在地において設立の登記をすることによっ

て設立する。  
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  ⅵ 評議員会の開催日時，場所，議案の決定 

  ⅶ 財産の移転（土地・建物）がある場合は，定款変更の議決※ 

    ※基本財産に加え，定款を変更する旨議決する必要があります。 

  ※監事の選任については，監事の同意が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※理事会議事録を規則（第２条の１７第３項）に沿って作成する必要があります。理事会議事

録の作成例については本手引の附録に掲載してあります。 

  ※この理事会開催日から，②の評議員選任・解任委員会開催日までの間に，法人理事長あ

てに改めて評議員選任・解任委員就任承諾書を委員から提出を受ける必要があります。 

 

② 評議員選任・解任委員会の開催 

   評議員選任・解任委員会を開催し，評議員を選任します。 

  評議員選任・解任委員会は，議事録を作成する必要がありますので留意して下さい。 

   評議員選任・解任委員会議事録作成例については，本手引の附録に掲載してあります。 

   ※この評議員選任・解任委員会開催日から③の評議員会の開催日までの間に，評議員就

任承諾書を評議員から提出を受ける必要があります。 

 

 ③ 評議員会の開催準備 

  評議員会を開催する場合は，招集通知を発送する必要があります。 

招集通知を発送してから評議員会開催日までは７日間空ける必要があります（発送日と

評議員会当日を除きます）。 

招集通知には，（1）の①のⅵで議決した内容（開催日時，場所，議案）を記載する必要があ

ります。 

  

  ④ 評議員会の開催 

   評議員会を開催し，次の内容について評議員の承認を得る必要があります。 

   ⅰ 理事・監事の承認 

   ⅱ 役員等の報酬基準の承認 

   ⅲ 財産の移転（土地・建物）がある場合は，定款変更の議決 

理事会が監事の選任に関する議案を評議員会に提出するためには，監事が理事の職

務の執行（理事会の構成員として行う行為を含む。）を監査する立場にあることに鑑

み，その独立性を確保するため，監事の過半数（在任する監事の過半数）の同意を得

なければなりません（法第４３条第３項により準用される一般法人法第７２条第１

項）。  

なお，理事会が提出する議案について監事の過半数の同意を得ていたことを証する

書類は，各監事ごとに作成した同意書や監事の連名による同意書の他，監事の選任に

関する議案を決定した理事会の議事録（当該議案に同意した監事の氏名の記載及び当

該監事の署名又は記名押印があるものに限る。）でも差し支えありません。  
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   ※理事・監事の選任においては，定款例第１３条第３項に理事又は監事を選任する議案を

決議するに際にしては，「理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては，各候補

者ごとに第１項の決議を行わなければならない。」とあることから，各候補ごとに決議を

取る方法で選任を行う必要があります（まとめて６人を選出する決議方法ではありま

せん。）ので留意してください。 

   ※評議員会の議事録を規則（第２条の１５第３項）に沿って作成する必要があります。評議

員会議事録作成例については本手引の附録に掲載してあります。 

   ※①の理事会から次の⑤の理事会開催日までの間で法人理事長あてに改めて役員就任

承諾書を役員から提出を受けてください。 

 

 ⑤ 理事会の開催 

   理事会を開催（④の評議員会と同日開催も可）し，理事長（定款で業務執行理事をおくと

した場合は業務執行理事も）を選任します。 

 

４ 役員選出後の手続 

（１） 理事長の登記 

 旭川地方法務局にて理事長の登記（設立時と変更がない場合は重任登記）を行います。 

 

（２） 役員等選任報告書の提出 

 旭川市に役員等選任報告書に必要な添付書類を添えて提出します。 

 ○ 添付書類 

  ① 法人の登記事項証明書 

② 評議員の選任に係る記録（評議員選任・解任委員会議事録等）   

③ 評議員会議事録 

④ 理事会議事録 

⑤ 役員等調書 

⑥ 就任承諾書（理事・監事・評議員全員） 

⑦ 履歴書（新たに役員となった者のみ） 

⑧ 欠格事由に該当しないことが確認できる書類（身分証明書又は申立書等）（新た

に役員となった者のみ） 

 

（３） 不動産使用証明願の提出及び所有権保存（又は移転）登記 

  ３の（１）の①の理事会で基本財産について，財産移転を行い，定款を変更する旨議決した

場合は所有権保存（又は移転）登記を行います。 

  なお，登記手数料の減免を受けるためには旭川市の不動産使用証明願が必要となります

ので，登記手続の前に不動産使用証明願を旭川市に提出し証明を受けてください。 

不動産使用証明願の詳細については，「社会福祉法人制度改革後の社会福祉法人運営

の手引」の「第１３ 社会福祉法人が行う届出・申請（主なもの）」の「５ 登録免許税法施行

規則第３条の規定による不動産使用証明願動産使用証明願について」を参照してくださ



 

39 

 

い。  

 

（４） 定款変更届の提出  

 財産の移転（土地・建物）がある場合は，登記を行ったうえで定款変更届を旭川市に提出

します。 

 （５） 法人ホームページでの情報公開 

  法人のホームページを開設し，必要な情報公開を行います。 

   

 ○ホームページで公開を行う内容 

① 定款 

   ② 役員等名簿※ 

   ③ 役員等報酬基準 

   ※役員等名簿は，理事長，理事，監事，評議員に区別し公開しますが，住所や職業等の個人

情報に関する内容は公開する必要はありません。 

   ※上記の①～③については，常に最新の状況をホームページで公開する必要があります。 
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５ 社会福祉法人設立後の役員等の選任に係る流れ 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設立準備委員会設立  

 

社会福祉法人設立計画書の提出  

旭川市との協議  

社会福祉法人認可申請書提出  

法人認可書の交付  

法人設立時の  

理事・監事  

評議員  

の決定（定款に記載されています）  

法人設立の登記  

理事会の開催  

○評議員選任・解任委員会運営細則の決定  

○評議員選任・解任委員の選定  

○評議員選任・解任委員会の開催日等の決定  

○評議員候補者の決定  

○役員候補者の決定  

○役員等報酬基準（案）の決定  

○定款変更の議決（必要な場合）  

○評議員会の日程・議案等の決定  

 

 

 

 

 

 

評議員選任・解任委員会開催  

○評議員決定  

審査期間１か月  

同日開催も可  

設立計画書の提出までの間に  

○理事及び監事候補者選出  

○設立準備委員会の代表決定  

○評議員候補者決定  

○評議員選任・解任委員会委員候補者決定  

           など必要な事項を決定  
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評議員招集通知発送  

評議員会開催  

○役員等の議決選定  

○役員等報酬基準の承認  

○定款変更の承認（必要な場合）  

理事会開催  

○理事長の選任  

理事長（重任）登記  

社会福祉法人役員選任報告書提出  

定款変更届提出（必要な場合）  

法人ホームページで公開  

○定款  

○役員等名簿  

○役員等報酬基準（規程）  

招集通知発送後  

７日空ける  

同日開催も可  
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財産目録 

年  月  日現在                 （単位：円） 

貸借対照表科目 場所・物量等 取得年度 使用目的 取得価格 減価償却累計額 貸借対照表価格 

Ⅰ 資産の部 

 １ 流動資産 

現金預金       

現金       

 普通預金       

       

事業未収金       

流動資産合計  

 ２ 固定資産 

（１）基本財案 

土地  ―  ― ―  

  ―  ― ―  

 小計  

建物       

       

       

 小計  

定期預金       

投資有価証券       

基本財産合計  

（２）その他の固定資産 

土地  ―  ― ―  

  ―  ― ―  

 小計  

建物       

       

車両運搬具       

       

○○積立資産       

 小計  

その他固定資産合計  

固定資産合計  

資産合計  

Ⅱ 負債の部 

１ 流動負債 

短期運転資金借入金 ―  ― ―  

事業未払金  ― ― ―  

職員預り金  ― ― ―  

流動負債合計  

２ 固定負債  ―  ― ―  

 設備整備借入金  ― ― ―  

 長期運営資金借入金 ― ― ―  

固定負債合計  

負債合計  

差引純資産  
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 社会福祉法人定款例 

 

＜説 明＞ 

１．定款例について  

○  各法人の定款に記載されることが一般的に多いと思われる事項について，定款

の定め方の一例を記載している。  

○  各法人の定款の記載内容については，当該定款例の文言に拘束されるものでは

ないが，定款において定めることが必要な事項が入っているか，その内容が法令

に沿ったものであることが必要である。  

 

２．記載事項の種類  

○  必要的記載事項（直線）  →  必ず定款に記載しなければならない事項であ

り，その一つでも記載が欠けると，定款の効力

が生じない事項（法第 31 条第 1 項各号に掲げる

事項等） ※  内容については，法令に沿ったもので

あればよく，当該定款例の文言に拘束されるもので

はないこと。  

○  相対的記載事項（点線）  →  必要的記載事項と異なり，記載がなくても定

款の効力に影響はないが，法令上，定款の定め

がなければその効力を生じない事項  

○  任 意 的 記 載 事 項  →  法令に違反しない範囲で任意に記載することがで

きる事項  

 

３．評議員会及び理事会における法定決議事項  

 理事会  評議員会  

 

 

 

 

 

 

 

決議  

事項  

・評議員会の日時及び 場所並びに議題・

議案の決定（ 法 第 45条 の 9第 10項 で 準 用 す る 一

般 社 団 法 人 及 び 一 般 財 団 法 人 に 関 す る 法 律 （ 以

下 「 一 般 法 人 法 」 と い う 。 ） 第 18 1条 ）  

・ 理事長及び業務執行 理事の選定及び解

職 （ 理 事 長 ： 法 第 45条 の 13第 2項 第 3号 ， 業 務 執

行 理 事 ： 法 第 45条 の 16第 2項 第 2号 ）  

・重要な財産の処分及び譲受け （ 法 第 45条

の 13第 4項 第 1号 ）  

・多額の借財 （ 法 第 45条 の 13第 4項 第 2号 ）  

・ 重要な役割を担う職 員の選任及び解任

（ 法 第 45条 の 13第 4項 第 3号 ）  

・従たる事務所その他 の重要な組織の設

置 ， 変 更 及 び 廃 止 （ 法 第 45条 の 13第 4項 第 4

号 ）  

・ コンプライアンス (法 令遵守等 )の体制

の整備（ 法 第 45条 の 13第 4項 第 5号 ）※ 一 定 規 模

を 超 え る 法 人 の み  

・ 競業及び利益相反取引 （ 法 第 45条 の 16第 4

・理事，監事，会計監査人の選任 （ 法 第 4 3

条 ）  

・理事，監事，会計監査人の解任 （ 法 第 4 5

条 の 4第 1項 及 び 第 2項 ） ★  

・ 理事 ，監事 の報 酬等の 決議 （ 理 事 ： 法 第

45条 の 16第 4項 に お い て 準 用 す る 一 般 法 人 法 第

89条 ，監 事：法 第 45条 の 18第 3項 に お い て 準 用 す

る 一 般 法 人 法 第 10 5条 ）  

・理事等の責任の免除 （ 全 て の 免 除 ： 法 第 45

条 の 20第 4項 で 準 用 す る 一 般 法 人 法 第 11 2条 （ ※

総 評 議 員 の 同 意 が 必 要 ） ， 一 部 の 免 除 ： 第 11 3

条 第 1項 ） ★  

・ 役員報酬等基準の承認 （ 法 第 45条 の 35第 2

項 ）  

・計算書類の承認 （ 法 第 45条 の 30第 2項 ）  

・定款の変更 （ 法 第 45条 の 36第 1項 ） ★  

・解散の決議 （ 法 第 46条 第 1項 第 1号 ） ★  

・合併の承認 （ 吸 収 合 併 消 滅 法 人 ： 法 第 52条 ，
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項 に お い て 準 用 す る 一 般 法 人 法 第 第 84条 第 1項 ） 

・計算書類及び事業報告等の承認 （ 法 第 45

条 の 28第 3項 ）  

・理事会による役員， 会計監査人の責任

の一部免除（ 法 第 45条 の 20第 4項 に お い て 準 用

す る 一 般 法 人 法 第 11 4条 第 1項 ）  

・その他の重要な業務執行の決定  

吸 収 合 併 存 続 法 人 ： 法 第 54条 の 2第 1項 ， 法 人 新

設 合 併 ： 法 第 54条 の 8） ★  

・社会福祉充実計画の承認（法第 55条の 2

第 7項）  

・その他定款で定めた事項  

★ ： 法 第 45条 の 9第 7項 の 規 定 に よ り ， 議 決 に 加 わ

る こ と が で き る 評 議 員 の ３ 分 の ２  

（ こ れ を 上 回 る 割 合 を 定 款 で 定 め た 場 合 に あ つ て

は ， そ の 割 合 ） 以 上 に 当 た る 多 数 を も つ て 決 議

を 行 わ な け れ ば な ら な い 事 項  

社会福祉法人定款例 

 

社会福祉法人定款例  

社会福祉法人〇〇福祉会定款  

 

第１章  総則  

 

（目的）  

第１条  この社会福祉法人（以下「法人」という。）は，多様な福祉サービス

がその利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫すること

により，利用者が，個人の尊厳を保持しつつ，自立した生活を地域社会にお

いて営むことができるよう支援することを目的として，次の社会福祉事業を

行う。  

（１）第一種社会福祉事業  

（イ）障害児入所施設の経営  

（ロ）特別養護老人ホームの経営  

（ハ）障害者支援施設の経営  

（２）第二種社会福祉事業  

（イ）老人デイサービス事業の経営  

（ロ）老人介護支援センターの経営  

（ハ）保育所の経営  

（ニ）障害福祉サービス事業の経営  

（ホ）相談支援事業の経営  

（ヘ）移動支援事業の経営  

（ト）地域活動支援センターの経営  

（チ）福祉ホームの経営  

 （備考）  
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  （ １）具体的な記載は，社会福祉法の基本的理念に合致するものであるとともに，それ

ぞれの法人の設立の理念を体現するものとすること。  

  （２）児童福祉に関する事業を行う法人においては，「心身ともに健やかに育成される」

との趣旨に合致するものとすること。  

  （ ３）上記記載は，あくまで一例であるので，（１），（２）を踏まえ，法人の実態に即

した記述とすること。  

  （４）市町村社会福祉協議会にあっては，次の例にならって記載すること。  

（目的）  

第１条  この社会福祉法人（以下「法人」という。）は，旭川市における社会 福祉事

業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の

活性化により，地域福祉の推進を図ることを目的として，次の事業を行う。  

（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施  

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助  

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査，普及，宣伝，連絡，調整及び助

成  

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか，社会福祉を目的とする事業の健

全な発達を図るために必要な事業  

（５）共同募金事業への協力  

（６）福祉サービス利用援助事業  

（７）福祉関係各法に基づき実施される事業の経営  

（注）記載に当たっては，第一条の（１）及び（２）の例によること。  

（８）その他本会の目的達成のため必要な事業  

 

（名称）  

第２条  この法人は，社会福祉法人〇〇福祉会という。  

 

（経営の原則等）  

第３条  この法人は，社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確

実，効果的かつ適正に行うため，自主的にその経営基盤の強化を図るととも

に，その提供する福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を

図り，もって地域福祉の推進に努めるものとする。  

２  この法人は，地域社会に貢献する取組として，（地域の独居高齢者，子育

て世帯，経済的に困窮する者  等）を支援するため，無料又は低額な料金で

福祉サービスを積極的に提供するものとする。  

 

（事務所の所在地）  

第４条  この法人の事務所を北海道旭川市〇丁目〇〇番に置く。  

２  前項のほか，従たる事務所を北海道旭川市〇丁目〇〇番に置く。  

（備考）  

 「北海道旭川市」の記載でも可能。  
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第２章  評議員  

 

（評議員の定数）  

第５条  この法人に評議員○○名以上○○名以内を置く。  

（備考一）  

  確定数とすることも可能。  

（備考二）  

  法第 40 条第 3 項の規定により，在任する評議員の人数は理事の人数を超える必要があ

る。なお，平成 27 年度における法人全体の事業活動計算書におけるサービス活動収益の

額が 4 億円を超えない法人及び平成 28 年度中に設立された法人については，平成 32 年 3

月 31 日までは，評議員の人数は 4 名以上でよいものとする。  

 

（評議員の選任及び解任）  

第６条  この法人に評議員選任・解任委員会を置き，評議員の選任及び解任は，

評議員選任・解任委員会において行う。  

２  評議員選任・解任委員会は，監事○名，事務局員○名，外部委員○名の合

計○名で構成する。  

３  選任候補者の推薦及び解任の提案は，理事会が行う。評議員選任・解任委

員会の運営についての細則は，理事会において定める。  

４  選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には，当該者が評議員として

適任及び不適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。  

５  評議員選任・解任委員会の決議は，委員の過半数が出席し，その過半数を

もって行う。ただし，外部委員の○名以上が出席し，かつ，外部委員の○名

以上が賛成することを要する。  

（備考）  

評議員の選任及び解任は，上記の評議員選任・解任委員会以外の中立性が確保された方法

によることも可能である。なお，理事又は理事会が評議員を選任し，又は解任する旨の定

款の定めは効力を有しない（法第 31 条第 5 項）。  

 

（評議員の任期）  

第７条  評議員の任期は，選任後４年以内に終了する会計年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとし，再任を妨げない。  

２  評議員は，第５条に定める定数に足りなくなるときは，任期の満了又は辞

任により退任した後も，新たに選任された者が就任するまで，なお評議員と

しての権利義務を有する。  

（備考）  

法第 41 条第 1 項に基づき，評議員の任期は，定款によって選任後 6 年以内に終了する

会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで伸長することもできる。 

 法第 41 条第 2 項に基づき，補欠評議員の任期を退任した評議員の任期満了時までとす

る場合には，第 1 項の次に次の一項を加えること。  
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２  任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は，退任した評

議員の任期の満了する時までとすることができる。  

 

（評議員の報酬等）  

第８条  評議員に対して，＜例：各年度の総額が○○○○○○円を超えない範

囲で，評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額

を，報酬として＞支給することができる。  

（備考一）  

無報酬の場合は，その旨を定めること。なお，費用弁償分については報酬等に含まれな

い。  

（備考二）  

民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与，当該法人の経理の状況その他の事情を 考

慮して，不当に高額なものとならないよう，理事及び監事並びに評議員の勤務形態に応じ

た報酬等の区分及びその額の算定方法並びに支給の方法及び形態に関する事項を定めた

報酬等の支給の基準を定め，公表しなければならない（法第 45 条の 35，第 59 条の 2 第

1 項第 2 号）。  

 

第３章  評議員会  

 

（構成）  

第９条  評議員会は，全ての評議員をもって構成する。  

 

（権限）  

第 10 条  評議員会は，次の事項について決議する。  

(1) 理事及び監事＜並びに会計監査人＞の選任又は解任  

(2) 理事及び監事の報酬等の額  

(3) 理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準  

(4) 計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認  

(5) 定款の変更  

(6) 残余財産の処分  

(7) 基本財産の処分  

(8) 社会福祉充実計画の承認  

(9) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた

事項  

（備考）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

(2)に ついては，本定款例のように報酬等の額を定款で定めない場合には，評議員会に

おいて決定する必要がある（法第 45 条の 16 第 4 項において準用する一般法人法第 89 条，

法第 45 条の 18 第 3 項において準用する一般法人法第 105 条第 1 項）。  

 



  
 7 

 

  

（開催）  

第 11 条  評議員会は，定時評議員会として毎年度○月に 1 回開催するほか，

（○月及び）必要がある場合に開催する。  

（備考）  

定時評議員会は，年に 1 回，毎会計年度の終了後一定の時期に招集しなければならない

（法第 45 条の 9 第 1 項）ので，開催時期を定めておくことが望ましい。なお，「毎年度

○月」については， 4 月～ 6 月までの範囲となる。開催月を指定しない場合は「毎年度○

月」を「毎会計年度終了後３か月以内」とすることも差し支えない。他方，臨時評議員会

は，必要がある場合には，いつでも，招集することができる。（法第 45 条の 9 第 2 項）。 

 

（招集）  

第 12 条  評議員会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に

基づき理事長が招集する。  

２  評議員は，理事長に対し，評議員会の目的である事項及び招集の理由を示

して，評議員会の招集を請求することができる。  

 

（決議）  

第 13 条  評議員会の決議は，決議について特別の利害関係を有する評議員を

除く評議員の過半数が出席し，その過半数をもって行う。  

２  前項の規定にかかわらず，次の決議は，決議について特別の利害関係を有

する評議員を除く評議員の＜例：3 分の 2 以上＞に当たる多数をもって行わ

なければならない。  

(1) 監事の解任  

(2) 定款の変更  

(3) その他法令で定められた事項  

３  理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては，各候補者ごとに第 1

項の決議を行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 15

条に定める定数を上回る場合には，過半数の賛成を得た候補者の中から得票

数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする。  

４  第１項及び第２項の規定にかかわらず，評議員（当該事項について議決に

加わることができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは，評議員会の決議があったものとみなす。  

 （備考）  

第１項については，法第 45 条の 9 第 6 項に基づき，過半数に代えて，これを上回る割

合を定款で定めることも可能である。（例：理事の解任等）  

第２項については，法第 45 条の 9 第 7 項に基づき， 3 分の 2 以上に代えて，これを上

回る割合を定めることも可能である。  

 

（議事録）  

第 14 条  評議員会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を
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作成する。  

２  出席した評議員及び理事は，前項の議事録に記名押印する。  

（備考一）  

記名押印ではなく署名とすることも可能。  

（備考二）  

第２項にかかわらず，議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名

人２名がこれに署名し，又は記名押印することとしても差し支えないこと。  

 

第４章  役員及び＜会計監査人並びに＞職員  

 

（役員＜及び会計監査人＞の定数）  

第 15 条  この法人には，次の役員を置く。  

（１）理事  〇〇名以上○○名以内  

（２）監事  〇〇名以内  

２  理事のうち１名を理事長とする。  

３  理事長以外の理事のうち，○名を業務執行理事とする。  

＜４  この法人に会計監査人を置く。＞  

（備考）  

（１）理事は 6 名以上，監事は 2 名以上とすること。  

（２）理事及び監事の定数は確定数とすることも可能。  

（３）業務執行理事については，「理事長以外の理事のうち，○名を業務執行理事とする

ことができる。」と定めることも可能。  

（４）会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

（５）社会福祉法の名称とは異なる通称名や略称を定款に使用する場合（例えば，理事長

を「会長」と表記するような場合）には，「法律上の名称」と定款で使用する名称がど

のような関係にあるのかを，定款上，明確にする必要があること。  

＜例＞理事長，業務執行理事の役職名を，会長，常務理事とする場合の例  

２  理事のうち 1 名を，会長，○名を常務理事とする。  

３  前項の会長をもって社会福祉法の理事長とし，常務理事をもって同法第 45 条の 16

第 2 項第 2 号の業務執行理事とする。  

 

（役員＜及び会計監査人＞の選任）  

第 16 条  理事及び監事＜並びに会計監査人＞は，評議員会の決議によって選

任する。  

２  理事長及び業務執行理事は，理事会の決議によって理事の中から選定する。 

（備考）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

（理事の職務及び権限）  

第 17 条  理事は，理事会を構成し，法令及びこの定款で定めるところにより，

職務を執行する。  
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２  理事長は，法令及びこの定款で定めるところにより，この法人を代表し，

その業務を執行し，業務執行理事は，＜例：理事会において別に定めるとこ

ろにより，この法人の業務を分担執行する。＞  

３  理事長及び業務執行理事は，３か月に 1 回以上，自己の職務の執行の状況

を理事会に報告しなければならない。  

（備考）  

理事長及び業務執行理事の自己の職務の執行の状況を理事会に報告する頻度について

は，定款で，毎会計年度に 4 月を超える間隔で 2 回以上とすることも可能である（法第

45 条の 16 第 3 項）。  

＜例＞  

３  理事長及び業務執行理事は，毎会計年度に４か月 を超える間隔で 2 回以上，自己

の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない。  

 

（監事の職務及び権限）  

第 18 条  監事は，理事の職務の執行を監査し，法令で定めるところにより，

監査報告を作成する。  

２  監事は，いつでも，理事及び職員に対して事業の報告を求め，この法人の

業務及び財産の状況の調査をすることができる。  

（備考）  

  会計監査人を置く場合は，次の条を追加すること。  

（会計監査人の職務及び権限）  

第○条  会計監査人は，法令で定めるところにより，この法人の計算書類（貸借対照表，

資金収支計算書及び事業活動計算書）並びにこれらの附属明細書及び財産目録を監査し，

会計監査報告を作成する。  

２  会計監査人は，いつでも，次に掲げるものの閲覧及び謄写をし，又は理事及び職員に

対し，会計に関する報告を求めることができる。  

(1)  会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは，当該書面  

(2)  会 計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは，当

該電磁的記録に記録された事項を法令で定める方法により表示したもの  

 

（役員＜及び会計監査人＞の任期）  

第 19 条  理事又は監事の任期は，選任後２年以内に終了する会計年度のうち

最終のものに関する定時評議員会の終結の時までとし，再任を妨げない。  

２  理事又は監事は，第 15 条に定める定数に足りなくなるときは，任期の満

了又は辞任により退任した後も，新たに選任された者が就任するまで，なお

理事又は監事としての権利義務を有する。  

＜３  会計監査人の任期は，選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終の

ものに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし，その定時評議員

会において別段の決議がされなかったときは，再任されたものとみなす。＞  

（備考一）  
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会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

（備考二）  

理事の任期は，定款によって短縮することも できる（法第 45 条）。  

 法第 45 条に基づき，補欠理事又は監事の任期を退任した理事又は監事の任期満了時ま

でとする場合には，第 1 項の次に次の一項を加えること。  

２  補欠として選任された理事又は監事の任期は，前任者の任期の満了する時までとする

ことができる。  

 

（役員＜及び会計監査人＞の解任）  

第 20 条  理事又は監事が，次のいずれかに該当するときは，評議員会の決議

によって解任することができる。  

(1) 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。  

(2) 心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えないと

き。  

＜２  会計監査人が，次のいずれかに該当するときは，評議員会の決議によっ

て解任することができる。  

(1) 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。  

(2) 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。  

(3) 心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えないと

き。  

３  監事は，会計監査人が，前項各号のいずれかに該当するときは，（監事全

員の同意により，）会計監査人を解任することができる。この場合，監事は，

解任した旨及び解任の理由を，解任後最初に招集される評議員会に報告する

ものとする。＞  

（備考）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

 

（役員＜及び会計監査人＞の報酬等）  

第 21 条  理事及び監事に対して，＜例：評議員会において別に定める総額の

範囲内で，評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定し

た額を＞報酬等として支給することができる。  

＜２  会計監査人に対する報酬等は，監事の過半数の同意を得て，理事会にお

いて定める。＞  

（備考一）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

 （備考二）  

  第１項のとおり，理事及び監事の報酬等の額について定款に定めないときは，評議員会

の決議によって定める必要がある。  

 （備考三）  

  費用弁償分については報酬等に含まれない。  
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（職員）  

第 22 条  この法人に，職員を置く。  

２  この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」とい

う。）は，理事会において，選任及び解任する。  

３  施設長等以外の職員は，理事長が任免する。  

（備考一）  

運営協議会（地域や利用者の意見を法人運営に反映させるべく，地域の代表者や利用者

又は利用者の家族の代表者等を構成員として社会福祉法人が任意で設置するもの）を設け

る場合には，定款に次の章を加えること。  

第〇章  運営協議会  

（運営協議会の設置）  

第〇条  この法人に，運営協議会を置く。  

（運営協議会の委員の定数）  

第○条  運営協議会の委員は○名とする。  

  （運営協議会の委員の選任）  

第○条  運営協議会の委員は，各号に掲げる者から理事長が選任する。  

(1)  地域の代表者  

(2)  利用者又は利用者の家族の代表者  

(3)  その他理事長が適当と認める者  

（運営協議会の委員の定数の変更）  

第○条  法人が前々条に定める定数を変更しようとするときは，運営協議会の意見を聴か

なければならない。  

（意見の聴取）   

第○条  理事長は，必要に応じて，運営協議会から，地域や利用者の意見を聴取するもの

とする。  

（その他）  

第〇条  運営協議会については，この定款に定めのあるもののほか，別に定めるところに

よるものとする。  

 

（備考二）  

社会福祉協議会及び社団的な法人で会員制度を設ける社会福祉法人は，定款に次の章を

加えること。  

第〇章  会員  

（会員）    

第〇条  この法人に会員を置く。  

２  会員は，この法人の目的に賛同し，目的達成のため必要な援助を行うものとする。  

３  会員に関する規程は，別に定める。  
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第５章  理事会  

 

（構成）  

第 23 条  理事会は，全ての理事をもって構成する。  

 

（権限）  

第 24 条  理事会は，次の職務を行う。ただし，日常の業務として理事会が定

めるものについては理事長が専決し，これを理事会に報告する。  

(1) この法人の業務執行の決定  

(2) 理事の職務の執行の監督  

(3) 理事長及び業務執行理事の選定及び解職  

（備考）   

（１）「日常の業務として理事会が定めるもの」の例としては，次のような業務がある。

なお，これらは例示であって，法人運営に重大な影響があるものを除き，これら以外の

業務であっても理事会において定めることは差し支えないこと。  

①  「施設長等の任免その他重要な人事」を除く職員の任免  

（注）理事長が専決できる人事の範囲については，法人としての判断により決定する

ことが必要であるので，理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。 

②  職員の日常の労務管理・福利厚生に関すること  

③  債権の免除・効力の変更のうち，当該処分が法人に有利であると認められるもの，

その他やむを得ない特別の理由があると認められるもの  

ただし，法人運営に重大な影響があるものを除く。  

④  設備資金の借入に係る契約であって予算の範囲内のもの  

⑤  建設工事請負や物品納入等の契約のうち次のような軽微なもの  

ア  日常的に消費する給食材料，消耗品等の日々の購入  

イ  施設設備の保守管理，物品の修理等  

ウ  緊急を要する物品の購入等  

（注）理事長が専決できる契約の金額及び範囲については，随意契約によることが

できる場合の基準も参酌しながら，法人の判断により決定することが必要である

ので，理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。  

⑥  基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分  

ただし，法人運営に重大な影響があるものを除く。  

（注）理事長が専決できる取得等の範囲については，法人の判断により決定すること

が必要であるので，理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。  

⑦  損傷その他の理由により不要となった物品又は修理を加えても使用に耐えないと

認められる物品の売却又は廃棄  

ただし，法人運営に重大な影響がある固定資産を除く。  

（注）理事長が専決で処分できる固定資産等の範囲については，法人の判断により

決定することが必要であるので，理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定し

ておくこと。  



  
 13 

 

  

⑧  予算上の予備費の支出  

⑨  入所者・利用者の日常の処遇に関すること  

⑩  入所者の預り金の日常の管理に関すること  

⑪  寄付金の受入れに関する決定  

ただし，法人運営に重大な影響があるものを除く。  

（注）寄付金の募集に関する事項は専決できないこと。  

なお，これらの中には諸規程において定める契約担当者に委任されるものも

含まれる。  

 

（招集）  

第 25 条  理事会は，理事長が招集する。  

２  理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは，各理事が理事会を招

集する。  

 

（決議）  

第 26 条  理事会の決議は，決議について特別の利害関係を有する理事を除く

理事の過半数が出席し，その過半数をもって行う。  

２  前項の規定にかかわらず，理事（当該事項について議決に加わることがで

きるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をし

たとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）は，理事会の

決議があったものとみなす。  

（備考）  

第１項については，法第 45 条の 14 第 4 項に基づき，過半数に代えて，これを上回る

割合を定款で定めることも可能である。  

 

（議事録）  

第 27 条  理事会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作

成する。  

２  出席した理事及び監事は，前項の議事録に記名押印する。  

（備考一）  

 記名押印ではなく署名とすることも可能。  

（備考二）  

定款で，署名し，又は記名押印する者を，当該理事会に出席した理事長及び監事とする

こともできる（法第 45 条の 14 第 6 項）。  

 

第６章  資産及び会計  

 

（資産の区分）  

第 28 条  この法人の資産は，これを分けて基本財産とその他財産の２種とす

る。  
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２ 基本財産は，次の各号に掲げる財産をもって構成する。  

（１）北海道旭川市〇丁目〇〇番所在の木造瓦葺平家建〇〇保育園園舎  １

棟（    平方メートル）  

（２）北海道旭川市〇丁目〇〇番所在の〇〇保育園  敷地（平方    メー

トル）  

３  その他財産は，基本財産以外の財産とする。  

４  基本財産に指定されて寄附された金品は，速やかに第２項に掲げるため，

必要な手続をとらなければならない。  

 （備考）  

公益及び収益を目的とする事業を行う場合には，次のように記載すること。  

（資産の区分）  

第 28 条  この法人の資産は，これを分けて基本財産，その他財産，公益事業用財産及び

収益事業用財産（公益事業又は収益事業のいずれか一方を行う場合は，当該事業用財産

のみを記載）の４種（公益事業又は収益事業のいずれか一方を行う場合は，３種）とす

る。  

２  本文第２項に同じ。  

３  その他財産は，基本財産，公益事業用財産及び収益事業用財産（公益事業又は収益事

業のいずれか一方を行う場合は，当該事業用財産のみを記載）以外の財産とする。  

４  公益事業用財産及び収益事業用財産（公益事業又は収益事業のいずれか一方を行う場

合は，当該事業用財産のみを記載）は，第〇条に掲げる公益を目的とする事業及び第〇

条に掲げる収益を目的とする事業（公益を目的とする事業又は収益を目的とする事業の

いずれか一方を行う場合は，当該事業のみを記載）の用に供する財産とする。  

５  本文第４項に同じ。  

 

（基本財産の処分）  

第 29 条  基本財産を処分し，又は担保に供しようとするときは，理事会及び

評議員会の承認を得て，旭川市の承認を得なければならない。ただし，次の

各号に掲げる場合には，旭川市の承認は必要としない。  

１  独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合  

２  独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉

貸付が行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を

担保とする当該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下同じ。）に

関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に供する場合（協

調融資に係る担保に限る。）  

 

（資産の管理）  

第 30 条  この法人の資産は，理事会の定める方法により，理事長が管理する。  

２  資産のうち現金は，確実な金融機関に預け入れ，確実な信託会社に信託し，

又は確実な有価証券に換えて，保管する。  

（備考）  
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基本財産以外の資産において，株式投資又は株式を含む投資信託等による管理運用を行

う場合には，第２項の次に次の一項を加える。  

３  前項の規定にかかわらず，基本財産以外の資産の現金の場合については，理事会の議

決を経て，株式に換えて保管することができる。  

 

（事業計画及び収支予算）  

第 31 条  この法人の事業計画書及び収支予算書については，毎会計年度開始

の日の前日までに，理事長が作成し，＜例 1：理事会の承認，例 2：理事会

の決議を経て，評議員会の承認＞を受けなければならない。これを変更する

場合も，同様とする。  

２  前項の書類については，主たる事務所（及び従たる事務所）に，当該会計

年度が終了するまでの間備え置き，一般の閲覧に供するものとする。  

 

（事業報告及び決算）  

第 32 条  この法人の事業報告及び決算については，毎会計年度終了後，理事

長が次の書類を作成し，監事の監査を受けた上で，理事会の承認を受けなけ

ればならない。  

(1) 事業報告  

(2) 事業報告の附属明細書  

(3) 貸借対照表  

(4) 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）  

(5) 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の

附属明細  

 書  

(6) 財産目録  

２  前項の承認を受けた書類のうち，第 1 号，第 3 号，第 4 号及び第 6 号の

書類については，定時評議員会に提出し，第 1 号の書類についてはその内

容を報告し，その他の書類については，承認を受けなければならない。  

３  第 1 項の書類のほか，次の書類を主たる事務所に 5 年間（，また，従たる

事務所に 3 年間）備え置き，一般の閲覧に供するとともに，定款を主たる

事務所（及び従たる事務所に）に備え置き，一般の閲覧に供するものとする。  

(1) 監査報告  

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿  

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類  

(4) 事業の概要等を記載した書類  

（備考）会計監査人を置いている場合の例  

第 32 条  この法人の事業報告及び決算については，毎会計年度終了後，理事長が次の書

類を作成し，監事の監査を受け，かつ，第 3 号から第 6 号までの書類について会計監査

人の監査を受けた上で，理事会の承認を受けなければならない。  

(1)  事業報告  
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(2 )  事業報告の附属明細書  

(3)  貸借対照表  

(4)  収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）  

(5)  貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細書  

(6)  財産目録  

２  前項の承認を受けた書類のうち，第 1 号，第 3 号，第 4 号及び第 6 号の書類につい

ては，定時評議員会に報告するものとする。ただし，社会福祉法施行規則第２条の 39

に定める要件に該当しない場合には，第 1 号の書類を除き，定時評議員会への報告に

代えて，定時評議員会の承認を受けなければならない。  

３  第 1 項の書類のほか，次の書類を主たる事務所に 5 年間（，また，従たる事務所に 3

年間）備え置き，一般の閲覧に供するとともに，定款を主たる事務所（及び従たる事

務所）に備え置き，一般の閲覧に供するものとする。  

(1)  監査報告  

(2)  会計監査報告  

(3)  理事及び監事並びに評議員の名簿  

(4)  理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類  

(5)  事業の概要等を記載した書類  

 

（会計年度）  

第 33 条  この法人の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日を

もって終わる。  

 

（会計処理の基準）  

第 34 条  この法人の会計に関しては，法令等及びこの定款に定めのあるもの

のほか，理事会において定める経理規程により処理する。  

 

（臨機の措置）  

第 35 条  予算をもって定めるもののほか，新たに義務の負担をし，又は権利

の放棄をしようとするときは，理事総数の３分の２以上の同意がなければな

らない。  

 （備考一）   

公益事業を行う社会福祉法人は，定款に次の章を加えること。  

第〇章  公益を目的とする事業  

（種別）  

第〇条  この法人は，社会福祉法第 26 条の規定により，利用者が，個人の尊厳を保持し

つつ，自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援することなどを目的

として，次の事業を行う。  

（１）〇〇の事業  

（２）〇〇の事業    

２  前項の事業の運営に関する事項については，理事総数の３分の２以上の同意を得なけ
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ればならない。  

（注１）具体的な目的の記載は，事業の種別に応じ，社会福祉法の基本的理念及びそれ

ぞれの法人の理念に沿って記載すること。  

（注２）上記記載は，あくまで一例であるので，（注１）を踏まえ，法人の実態に 即した

記述とすること。  

（注３）公益事業のうち，規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業又は社会

福祉事業の用に供する施設の機能を活用して行う事業については，必ずしも定款の変

更を行うことを要しないこと。  

（備考二）  

収益事業を行う社会福祉法人は，定款に次の章を加えること。  

第〇章  収益を目的とする事業  

（種別）  

第〇条  この法人は，社会福祉法第 26 条の規定により，次の事業を行う。  

（１）〇〇業  

（２）〇〇業  

２  前項の事業の運営に関する事項については，理事総数の３分の２以上の同意を得なけ

ればならない。  

（備考）  

事業種類は，事業の内容が理解できるよう具体的に記載すること。  

（収益の処分）   

第〇条  前条の規定によって行う事業から生じた収益は，この法人の行う社会福祉事業又

は公益事業（社会福祉法施行令（昭和３３年政令第 185 号）第 13 条及び平成 14 年厚

生労働省告示第 283 号に掲げるものに限る。）に充てるものとする。  

（備考）  

母子及び寡婦福祉法（昭和 39 年法律第 129 号）第 14 条に基づく資金の貸付を受け

て行う，同法施行令（昭和 39 年政令第 224 号）第６条第１項各号に掲げる事業につい

ては，本条は必要ないこと。  

 

第７章  解散  

 

（解散）  

第 36 条  この法人は，社会福祉法第 46 条第１項第１号及び第３号から第６

号までの解散事由により解散する。  

 

（残余財産の帰属）  

第 37 条  解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産

は，評議員会の決議を得て，社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校法

人及び公益財団法人のうちから選出されたものに帰属する。  
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第８章  定款の変更  

 

（定款の変更）  

第 38 条  この定款を変更しようとするときは，評議員会の決議を得て，旭川

市の認可（社会福祉法第 45 条の 36 第２項に規定する厚生労働省令で定め

る事項に係るものを除く。）を受けなければならない。  

２  前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは，遅滞な

くその旨を旭川市に届け出なければならない。  

 

第９章  公告の方法その他  

 

（公告の方法）  

第 39 条  この法人の公告は，社会福祉法人〇〇福祉会の掲示場に掲示すると

ともに，官報，新聞又は電子公告に掲載して行う。  

（備考）  

解散時の債権申出の催告及び破産手続の開始については，官報によって公告すること。 

 

（施行細則）  

第 40 条  この定款の施行についての細則は，理事会において定める。  

 

附  則  

この法人の設立当初の役員，評議員＜，会計監査人＞は，次のとおりとする。

ただし，この法人の成立後遅滞なく，この定款に基づき，役員の選任を行うも

のとする。  

  理事長  

  理  事  

   〃  

   〃  

   〃  

   〃  

  監  事  

   〃  

評議員  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

〃  

＜会計監査人＞  
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（備考一）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

 

（備考二）  

平成 29 年 4 月 1 日前に設立された法人は，評議員及び会計監査人の定めは不要。  
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社会福祉法人定款例（租税特別措置法第４０条適用版） 

 

※下線部は，租税特別措置法第４０条の適用を受ける上での確認事項です。  

 

社会福祉法人〇〇福祉会定款 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は，多様な福祉サービスが

その利用者の意向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することによ

り，利用者が，個人の尊厳を保持しつつ，自立した生活を地域社会において

営むことができるよう支援することを目的として，次の社会福祉事業を行う。 

（１）第一種社会福祉事業 

（イ）障害児入所施設の経営 

（ロ）特別養護老人ホームの経営  

（ハ）障害者支援施設の経営 

（２）第２種社会福祉事業 

（イ）老人デイサービス事業の経営 

（ロ）老人介護支援センターの経営 

（ハ）保育所の経営 

（ニ）障害福祉サービス事業の経営 

（ホ）相談支援事業の経営 

（ヘ）移動支援事業の経営 

（ト）地域活動支援センターの経営 

（チ）福祉ホームの経営 

 

（備考）  

（１）具体的な記載は，社会福祉法の基本的理念に合致するものであるとともに，それぞれの

法人の設立の理念を体現するものとすること。  

（２）児童福祉に関する事業を行う法人においては，「心身ともに健やかに育成される」との

趣旨に合致するものとすること。  

（３）上記記載は，あくまで一例であるので，（１），（２）を踏まえ，法人の実態に即した

記述とすること。  

（４）市町村社会福祉協議会にあっては，次の例にならって記載すること。  

 

（目的）  

第１条  この社会福祉法人（以下「法人」という。）は，旭川市における社会福祉事業その他

の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関する活動の活性化により，地域福

祉の推進を図ることを目的として，次の事業を行う。  
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（１）社会福祉を目的とする事業の企画及び実施  

（２）社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助  

（３）社会福祉を目的とする事業に関する調査，普及，宣伝，連絡，調整及び助成  

（４）（１）から（３）までに掲げるもののほか，社会福祉を目的とする事業の健全な発達を

図るために必要な事業  

（５）地区社会福祉協議会の相互の連絡及び事業の調整の事業（指定都市社会福祉協議会に限

る。）  

（６）共同募金事業への協力  

（７）福祉サービス利用援助事業  

（８）福祉関係各法に基づき実施される事業の経営  

（注）記載に当たっては，第一条の（１）及び（２）の例によること。  

（９）その他本会の目的達成のため必要な事業  

 

 

（名称） 

第２条 この法人は，社会福祉法人〇〇福祉会という。 

 

（経営の原則等） 

第３条 この法人は，社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実，

効果的かつ適正に行うため，自主的にその経営基盤の強化を図るとともに，

その提供する福祉サービスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を図り，

もって地域福祉の推進に努めるものとする。 

２ この法人は，地域社会に貢献する取組として，（地域の独居高齢者，子育て

世帯，経済的に困窮する者 等）を支援するため，無料又は低額な料金で福祉

サービスを積極的に提供するものとする。 

 

（事務所の所在地） 

第４条 この法人の事務所を北海道旭川市〇丁目〇〇番に置く。  

２ 前項のほか，従たる事務所を北海道旭川市○丁目〇〇番に置く。  

（備考）  

「北海道旭川市」の記載でも可能。  

 

第２章 評議員 

 

（評議員の定数） 

第５条 この法人に評議員○○名以上○○名以内を置く。 

（備考一）  

確定数とすることも可能。  

（備考２）  

法第 40 条 第 3 項 の 規 定 に よ り ， 在 任 す る 評 議 員 の 人 数 は 理 事 の 人 数 を 超 え る 必 要 が あ る 。
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なお，平成 27 年度における法人全 体の事業活動計算書に おけるサービス活動収 益の額が 4 億

円を超えな い法人及び平成 28 年度中に設立された法人に ついては，平成 32 年 3 月 31 日まで

は，評議員 の人数は理事の人数と 同数以上でよい。  

 

（評議員の選任及び解任） 

第６条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き，評議員の選任及び解任は，

評議員選任・解任委員会において行う。 

２  評議員選任・解任委員会は，監事○名，事務局員○名，外部委員○名の

合計○名で構成する。 

３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は，理事会が行う。評議員選任・解任

委員会の運営についての細則は，理事会において定める。  

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には，当該者が評議員とし

て適任及び不適任と判断した理由を委員に説明しなければならない。  

５ 評議員選任・解任委員会の決議は，委員の過半数が出席し，その過半数

をもって行う。ただし，外部委員の○名以上が出席し，かつ，外部委員

の○名以上が賛成することを要する。 

（備考）  

評議員の選任及び解任は，上記の評議員選任・解任委員会以外の中立性が確保された方法によ

ることも可能である。  

なお，理事又は理事会が評議員を選任し，又は解任する旨の定款の定めは効力を有しない（法

第 31 条第 5 項）。  

 

（評議員の資格） 

第７条 社会福祉法第40条第４項及び第５項を遵守するとともに，この法人の

評議員のうちには，評議員のいずれか１人及びその親族その他特殊の関係が

ある者（租税特別措置法施行令第２５条の１７第６項第１号に規定するもの

をいう。以下同じ。）の合計数が，評議員総数（現在数）の３分の１を超え

て含まれることになってはならない。 

 

（評議員の任期） 

第８条 評議員の任期は，選任後四年以内に終了する会計年度のうち最終のも

のに関する定時評議員会の終結の時までとし，再任を妨げない。  

 

２ 評議員は，第五条に定める定数に足りなくなるときは，任期の満了又

は辞任により退任した後も，新たに選任された者が就任するまで，な

お評議員としての権利義務を有する。 

（備考）  

法第 41 条第 1 項に基づき，評議員の任期は，定款によって選任後 6 年以内に終了する会計年

度のうち最終のものに関する定時評議員会の終結の時まで伸長することもできる。  

法第 41 条第 2 項に基づき，補欠評議員の任期を退任した評議員の任期満了時までとする場合
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には，第 1 項の次に次の一項を加えること。  

２  任期の満了前に退任した評議員の補欠と して選任された評議員の任期は，退任した評議員

の任期の満了する時までとすることができる。  

 

（評議員の報酬等） 

第９条 評議員に対して，＜例：各年度の総額が○○○○○○円を超えない範

囲で，評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額

を，報酬として＞支給することができる。 

（備考一）  

無報酬の場 合は，その旨を定める こと。 なお，費用弁償分については報酬等に含まれない。  

（備考２）  

民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与，当該法人の経理の状況その他の事情を考慮して，

不当に高額なものとならないよう，理事及び監事並びに評議員の勤務形態に応じた報酬等の区

分及びその額の算定方法並びに支給の方法及び形態に関する事項を定めた報酬等の支給の基

準を定め，公表しなければならない（法第 45 条の 35，第 59 条の 2 第 1 項第 2 号）。  

 

第３章 評議員会 

 

（構成） 

第10条  評議員会は，全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第11条  評議員会は，次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事＜並びに会計監査人＞の選任又は解任 

(2) 理事及び監事の報酬等の額 

(3) 理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認  

(5) 定款の変更 

(6) 残余財産の処分 

(7) 基本財産の処分 

(8) 社会福祉充実計画の承認 

(9) 事業計画及び収支予算 

(10) 臨機の措置（予算外の新たな義務の負担及び権利の放棄）  

(11) 公益事業・収益事業に関する重要な事項 

(12) 解散 

(13) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められ

た事項 

（備考）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

(2)については，本定款例のように報酬等の額を定款で定めない場合には，評議員会において
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決定する必要がある（法第 45 条の 16 第 4 項において準用する一般法人法第 89 条，法第 45 条

の 18 第 3 項において準用する一般法人法第 105条第 1 項）。  

 

（開催） 

第12条  評議員会は，定時評議員会として毎年度○月に1 回開催するほか，（○

月及び）必要がある場合に開催する。 

（備考）  

定時評議員会は，年に 1 回，毎会計年度の終了後一定の時期に招集しなければならない（法第

45 条の 9 第 1 項）ので，開催時期を定めておくことが望ましい。なお，「毎年度○月」につ

いては，4 月～ 6 月までの範囲となる。開催月を指定しない場合は「毎年度○月」を「毎会計

年度終了後３ヶ月以内」とすることも差し支えない。他方，臨時評議員会は，必要がある場合

には，いつでも，招集することができる。（法第 45 条の 9 第 2 項）。  

 

（招集） 

第13条  評議員会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に基

づき理事長が招集する。 

２ 評議員は，理事長に対し，評議員会の目的である事項及び招集の理由

を示して，評議員会の招集を請求することができる。 

 

（決議） 

第 14条  評議員会の決議は，決議について特別の利害関係を有する評議員を除

く評議員の過半数が出席し，その過半数をもって行う。 

２  前項の規定にかかわらず，次の決議は，決議について特別の利害関係を

有する評議員を除く評議員の＜例：3 分の2 以上＞に当たる多数をもっ

て行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 定款の変更 

(3) その他法令で定められた事項 

３  理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては，各候補者ごとに

第1 項の決議を行わなけれ ばならない。理事又は監事の候補者の合計

数が第16条に定める定数を上回る場合には，過半数の賛成を得た候補者

の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することと

する。 

４  第１項及び第２項の規定にかかわらず，評議員（当該事項について議

決に加わることができるも のに限る。）の全員が書面又は電磁的記録

により同意の意思表示をしたときは，評議員会の決議があったものとみ

なす。 

（備考）  

第１項については，法第 45 条の 9 第 6 項に基づき，過半数に代えて，これを上回る割合を定

款で定めることも可能である。（例：理事の解任等）  
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第２項については，法第 45 条の 9 第 7 項に基づき， 3 分の 2 以上に代えて，これを上回る割

合を定めることも可能である。  

 

（議事録） 

第15条  評議員会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作

成する。 

２ 出席した評議員及び理事は，前項の議事録に記名押印する。  

（備考一）  

記名押印ではなく署名とすることも可能。  

（備考２）  

第２項にかかわらず，議長及び会議に出席した評議員のうちから選出された議事録署名人２名

がこれに署名し，又は記名押印することとしても差し支えないこと。  

 

第４章 役員及び＜会計監査人並びに＞職員 

 

（役員＜及び会計監査人＞の定数） 

第 16条  この法人には，次の役員を置く。 

（１）理事 〇〇名以上○○名以内 

（２）監事 〇〇名以内  

２  理事のうち一名を理事長とする。 

３  理事長以外の理事のうち，○名を業務執行理事とする。 

＜４ この法人に会計監査人を置く。＞ 

（備考）  

（１）理事は 6 名以上，監事は 2 名以上とすること。  

（２）理事及び監事の定数は確定数とすることも可能。  

（３）業務執行理事については，「理事長以外の理事のうち，○名を業務執行理事とすること

ができる。」と定めることも可能。  

（４）会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

（５）社会福祉法の名称とは異なる通称名や略称を定款に使用する場合（例えば，理事長を「会

長」と表記するような場合）には，「法律上の名称」と定款で使用する名称がどのような関係

にあるのかを，定款上，明確にする必要があること。  

＜例＞理事長，業務執行理事の役職名を，会長，常務理事とする場合の例  

２  理事のうち 1 名を，会長，○名を常務理事とする。  

３  前項の会長をもって社会福祉法の理事長とし，常務理事をもって同法第 45 条の 16 第 2 項

第 2 号の業務執行理事とする。  

 

（役員＜及び会計監査人＞の選任） 

第 17条  理事及び監事＜並びに会計監査人＞は，評議員会の決議によって選任

する。 

２  理事長及び業務執行理事は，理事会の決議によって理事の中から選定
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する。 

（備考）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

 

（役員の資格） 

第 18条  社会福祉法第44条第６項を遵守するとともに，この法人の理事のうち

には，理事のいずれか一人及びその親族その他特殊の関係がある者の合計

数が，理事総数（現在数）の３分の１を超えて含まれることになってはな

らない。 

２  社会福祉法第44条第7項を遵守するとともに，この法人の監事には，こ

の法人の理事（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）及び評議

員（その親族その他特殊の関係がある者を含む。）並びに，この法人の

職員が含まれてはならない。また，各監事は，相互に親族その他特殊の

関係がある者であってはならない。 

（備考）  

監事の人数 が６人以上である場合 には，｢ま た各監事は ，相互に親族その他特殊 の関係があ

る者であっ てはならない。 ｣の記載については，「監事のうちには ，監事のいず れか１人及び

その親族そ の他特殊の関係がある 者の合計数が監事総数 （現在数）の３分の１ を超えて含ま

れることに はなってはならない。 」でも可。  

 

（理事の職務及び権限） 

第19条  理事は，理事会を構成し，法令及びこの定款で定めるところにより，

職務を執行する。 

２ 理事長は，法令及びこの定款で定めるところにより，この法人を代表

し，その業務を執行し，業務執行理事は，＜例：理事会において別に定

めるところにより，この法人の業務を分担執行する。＞  

３ 理事長及び業務執行理事は，３か月に1 回以上，自己の職務の執行の

状況を理事会に報告しなければならない。 

（備考）  

理事長及び業務執行理事の自己の職務の執行の状況を理事会に報告する頻度については，定

款で，毎会計年度に 4月を超える間隔で 2 回以上とすることも可能である（法第 45 条の 16 第 3 

項）。  

＜例＞  

３  理事長及び業務執行理事は，毎会計年度に４か月を超える間隔で 2 回以上，自己の職務の

執行の状況を理事会に報告しなければならない。  

 

（監事の職務及び権限） 

第20条  監事は，理事の職務の執行を監査し，法令で定めるところにより，監

査報告を作成する。 

２ 監事は，いつでも，理事及び職員に対して事業の報告を求め，この法
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人の業務及び財産の状況の調査をすることができる。 

 

（備考）  

会計監査人を置く場合は，次の条を追加すること。  

（会計監査人の職務及び権限）  

第○条  会計監査人は，法令で定めるところにより，この法人の計算書類（貸借対照表，資

金収支計算書及び事業活動計算書）並びにこれらの附属明細書及び財産目録を監査し，会計監

査報告を作成する。  

２  会計監査人は，いつでも，次に掲げるものの閲覧及び謄写をし，又は理事及び職員に対

し，会計に関する報告を求めることができる。  

(1) 会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは，当該書面 (2) 会計

帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは，当該電磁的記録に記

録された事項を法令で定める方法に より表示したもの。  

 

（役員＜及び会計監査人＞の任期） 

第21条  理事又は監事の任期は，選任後２年以内に終了する会計年度のうち最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までとし，再任を妨げない。  

２ 理事又は監事は，第16条に定める定数に足りなくなるときは，任期の

満了又は辞任により退任し た後も，新たに選任された者が就任するま

で，なお理事又は監事としての権利義務を有する。 

＜３ 会計監査人の任期は，選任後１年以内に終了する会計年度のうち最終

のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし，その定時評

議員会において別段の決議がされなかったときは，再任されたものとみな

す。＞ 

（備考一）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

（備考２）  

理事の任期は，定款によって短縮することもできる（法第 45 条）。  

法第 45 条に基づき，補欠理事又は監事の任期を退任した理事又は監事の任期満了時までと

する場合には，第 1 項の次に次の一項を加えること。  

２  補欠として選任された理事又は監事の 任期は，前任者の任期の満了する時までとするこ

とができる。  

 

（役員＜及び会計監査人＞の解任） 

第22条  理事又は監事が，次のいずれかに該当するときは，評議員会の決議に

よって解任することができる。 

(1) 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。 

(2) 心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えない

とき。 

＜２ 会計監査人が，次のいずれかに該当するときは，評議員会の決議によっ
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て解任することができる。 

(1) 職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。 

(2) 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。  

(3) 心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えない

とき。 

３ 監事は，会計監査人が，前項各号のいずれかに該当するときは，（監

事全員の同意により，）会計 

監査人を解任することができる。この場合，監事は，解任した旨及び解

任の理由を，解任後最初に招集される評議員会に報告するものとする。

＞ 

（備考）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

 

（役員＜及び会計監査人＞の報酬等） 

第 23条  理事及び監事に対して，＜例：評議員会において別に定める総額の範

囲内で，評議員会において別に定める報酬等の支給の基準に従って算定

した額を＞報酬等として支給することができる。 

＜２ 会計監査人に対する報酬等は，監事の過半数の同意を得て，理事会に

おいて定める。＞ 

 

（備考１）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

 

（備考２）  

第１項のとおり，理事及び監事の報酬等の額について定款に定めないときは，評議員会の決

議によって定める必要がある。  

（備考３）  

費用弁償分については報酬等に含まれない。  

 

（職員） 

第24条  この法人に，職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」

という。）は，理事会において，選任及び解任する。 

３ 施設長等以外の職員は，理事長が任免する。 

（備考一）  

運営協議会（地域や利用者の意見を法人運営に反映させるべく，地域の代表者や利用者又は

利用者の家族の代表者等を構成員として社会福祉法人が任意で設置するもの）を設ける場合に

は，定款に次の章を加えること。  

第〇章  運営協議会  

（運営協議会の設置）  
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第〇条  この法人に，運営協議会を置く。  

（運営協議会の委員の定数）  

第○条  運営協議会の委員は○名とする。  

（運営協議会の委員の選任）  

第○条  運営協議会の委員は，各号に掲げる者から理事長が選任する。  

(1) 地域の代表者  

(2) 利用者又は利用者の家族の代表者  

(3) その他理事長が適当と認める者  

（運営協議会の委員の定数の変更）  

第○条  法人が前々条に定める定数を変更しようとするときは，運営協議会の意見を聴かなけ

ればならない。  

（意見の聴取）  

第○条  理事長は，必要に応じて，運営協議会から，地域や利用者の意見を聴取するものとす

る。  

（その他）  

第〇条  運営協議会については，この定款に定めのあるもののほか，別に定めるところによる

ものとする。  

（備考２）  

社会福祉協議会及び社団的な法人で会員制度を設ける社会福祉法人は，定款に次の章を加え

ること。  

第〇章  会員  

（会員）  

第〇条  この法人に会員を置く。  

２  会員は，この法人の目的に賛同し，目的達成のため必要な援助を行うものとする。  

３  会員に関する規程は，別に定める。  

（備考３）  

 

第５章 理事会 

 

（構成） 

第25条  理事会は，全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第26条  理事会は，次の職務を行う。ただし，日常の業務として理事会が定め

るものについては理事長が専決し，これを理事会に報告する。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

 

（備考）  
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（１）「日常の業務として理事会が定めるもの」の例としては，次のような業務がある。

なお，これらは例示であって，法人運営に重大な影響があるものを除き，これら以外の業

務であっても理事会において定めることは差し支えないこと。  

①  「施設長等の任免その他重要な人事」を除く職員の任免（注）理事長が専決できる人事の

範囲については，法人としての判断により決定することが必要であるので，理事会があらか

じめ法人の定款細則等に規定しておくこと。  

②  職員の日常の労務管理・福利厚生に関すること  

③  債権の免除・効力の変更のうち，当該処分が法人に有利であると認められるもの，その他

やむを得ない特別の理由があると認められるものただし，法人運営に重大な影響があるもの

を除く。  

④  設備資金の借入に係る契約であって予算の範囲内のもの  

⑤  建設工事請負や物品納入等 の契約のうち次のような軽微なもの  

ア  日常的に消費する給食材料，消耗品等の日々の購入  

イ  施設設備の保守管理，物品の修理等  

ウ  緊急を要する物品の購入等  

（注）理事長が専決できる契約の金額及び範囲については，随意契約によることができる

場合の基準も参酌しながら，法人の判断により決定することが必要であるので，理事会が

あらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。  

⑥  基本財産以外の固定資産の取得及び改良等のための支出並びにこれらの処分ただし，法人

運営に重大な影響があるものを除く。  

（注）理事長が専決できる取得等 の範囲については，法人の判断により決定することが必

要であるので，理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。  

⑦  損傷その他の理由により不要となった物品又は修理を加えても使用に耐えないと認められ

る物品の売却又は廃棄ただし，法人運営に重大な影響がある固定資産を除く。  

（注）理事長が専決で処分できる固定資産等の範囲については，法人の判断により決定す

ることが必要であるので，理事会があらかじめ法人の定款細則等に規定しておくこと。  

⑧  予算上の予備費の支出  

⑨  入所者・利用者の日常の処遇に関すること  

⑩  入所者の預り金の日常の管理に関すること  

⑪  寄付金の受入れに関する決定  

ただし，法人運営に重大な影響があるものを除く。  

（注）寄付金の募集に関する事項は専決できないこと。  

なお，これらの中には諸規程において定める契約担当者に委任されるものも含まれる。  

 

（招集） 

第27条  理事会は，理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは，各理事が理事会

を招集する。 
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（決議） 

第28条  理事会の決議は，決議について特別の利害関係を有する理事を除く理

事の過半数が出席し，その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず，理事（当該事項について議決に加わること

ができるものに限る。）の  全員が書面又は電磁的記録により同意の

意思表示をしたとき（監事が当該提案について異議を述べたときを除く。）

は，理事会の決議があったものとみなす。 

（備考）  

第１項については，法第 45 条の 14 第 4 項に基づき，過半数に代えて，これを上回る割合を

定款で定めることも可能である。  

 

（議事録） 

第29条  理事会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作成

する。 

２ 出席した理事及び監事は，前項の議事録に記名押印する。 

（備考一）  

記名押印ではなく署名とすることも可能。  

（備考２）  

定款で，署名し，又は記名押印する者を，当該理事会に出席した理事長及び監事とすること

もできる（法第 45 条の 14 第 6 項）。  

 

第６章 資産及び会計 

 

（資産の区分） 

第 30条  この法人の資産は，これを分けて基本財産とその他財産，公益事業用

財産及び収益事業用財産の四種とする。 

２  基本財産は，次の各号に掲げる財産をもって構成する。 

（１）〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の木造瓦葺平家建〇〇保育園園舎  一

棟（ 平方メートル） 

（２）〇〇県〇〇市〇丁目〇〇番所在の〇〇保育園 敷地（平方 メートル） 

３  その他財産は，基本財産，公益事業用財産及び収益事業用財産以外の

財産とする。 

４  公益事業用財産及び収益事業用財産は，第39条に掲げる公益を目的と

する事業及び第41条に掲げる収益を目的とする事業（公益を目的とする

事業又は収益を目的とする事業のいずれか一方を行う場合は，当該事業

のみを記載）の用に供する財産とする。 

５  基本財産に指定されて寄附された金品は，速やかに第２項に掲げるた

め，必要な手続をとらなけ ればならない。 
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（基本財産の処分） 

第 31条  基本財産を処分し，又は担保に供しようとするときは，理事総数（現

在数）の３分２以上の同意及び評議員会の承認を得て，旭川市の承認を

得なければならない。ただし，次の各号に掲げる場合には，旭川市の承

認は必要としない。 

一 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合  

二 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福

祉貸付が行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財

産を担保とする当該施設整備のための資金に対する融資をいう。以下同

じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に供

する場合（協調融資に係る担保に限る。） 

 

（資産の管理） 

第32条  この法人の資産は，理事会の定める方法により，理事長が管理する。  

２ 資産のうち現金は，確実な金融機関に預け入れ，確実な信託会社に信

託し，又は確実な有価証券に換えて，保管する。 

（備考）  

基本財産以外の資産において，株式投資又は株式を含む投資信託等による管理運用を行う場

合には，第２項の次に次の１項を加える。  

３  前項の規定にかかわらず，基本財産以外の資産の現金の場合については，理事会の議決

を経て，株式に換えて保  

管することができる。  

 

（事業計画及び収支予算） 

第 33条  この法人の事業計画書及び収支予算書については，毎会計年度開始の

日の前日までに，理事長が作成し，理事総数（現在数）の３分の２以上の

同意及び評議員会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も，

同様とする。 

２ 前項の書類については，主たる事務所（及び従たる事務所）に，当該会

計年度が終了するまでの間備え置き，一般の閲覧に供するものとする。  

 

（事業報告及び決算） 

第 34条  この法人の事業報告及び決算については，毎会計年度終了後，理事長

が次の書類を作成し，監事の監査を受けた上で，理事会の承認を受けなけ

ればならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

(5) 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の
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附属明細書 

(6) 財産目録 

２  前項の承認を受けた書類のうち，第１号，第３号，第４号及び第６号

の書類については，定時評議員会に提出し，第1 号の書類についてはそ

の内容を報告し，その他の書類については，承認を受けなければならな

い。 

３  第１項の書類のほか，次の書類を主たる事務所に５年間（，また，従

たる事務所に３ 年間）備え置き，一般の閲覧に供するとともに，定款を

主たる事務所（及び従たる事務所）に備え置き，一般の閲覧に供するも

のとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4) 事業の概要等を記載した書類 

（備考）会 計監査人を置いている 場合の例  

第 34条  この法人の事業報告及び決 算については ，毎会計年度終了後，理事長が次の書類を

作成し，監 事の監査を受け，かつ ，第 3 号から第 6 号までの書類について会計 監査人の監査

を受けた上 で，理事会の承認を受 けなければならない。  

(1) 事業報告  

(2) 事業報告の附属明細書  

(3) 貸借対照表  

(4) 収支計算書（資金収支計算書 及び事業活動計算書）  

(5) 貸借対照表及び収支計算書（ 資金収支計算書及び事 業活動計算書）の附属 明細書  

(6) 財産目録  

２  前項の 承認を 受 け た 書 類 の う ち ， 第 1 号 ， 第 3 号 ， 第 4 号 及 び 第 6 号 の 書 類 に つ い て は ，

定時評議員 会に報告するものとす る。ただし，社会福祉 法施行規則第２条の三 十九に定める

要件に該当 しない場合には，第 1 号の書類を除き，定時 評議員会への報告に代 えて，定時評

議員会の承 認を受けなければなら ない。  

３  第 1 項の書類のほか，次の書類を主たる 事務所に 5 年間（，また，従たる事務所 に 3 年間）

備え置き， 一般の閲覧に供すると と もに，定款を主たる 事務所（及び従たる事 務所）に備え

置き，一般 の閲覧に供するものと する。  

(1) 監査報告  

(2) 会計監査報告  

(3) 理事及び監事並びに評議員の 名簿  

(4) 理事及び監事並びに評議員の 報酬等の支給の基準を 記載した書類  

(5) 事業の概要等を記載した書類  

 

（会計年度） 

第35条  この法人の会計年度は，毎年４月１日に始まり，翌年３月３１日をも

って終わる。 
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（会計処理の基準） 

第36条  この法人の会計に関しては，法令等及びこの定款に定めのあるものの

ほか，理事会において定める経理規程により処理する。  

 

（臨機の措置） 

第 37条  予算をもって定めるもののほか，新たに義務の負担をし，又は権利の

放棄をしようとするときは，理事総数（現在数）の３分の２以上の同意及

び評議員会の承認がなければならない。 

（備考）株式の寄附を受けた場合には，以下の条項を定めること  

 

（保有する株式に係る議決権の行使） 

第○○条 この法人が保有する株式（出資）について，その株式（出資）に係る

議決権を行使する場合には，あらかじめ理事会において理事総数（現在数）の

３分の２以上の承認を要する。 

（備考）  

次のとおり 定めることも可能。  

第○○条  この法人は，保有する株 式（出資）に係る議決 権を行使してはならな い。  

 

（備考）公益を目的とする事業を行う場合には，以下の条項を定めること  

 

第○章 公益を目的とする事業 

 

（種別） 

第○○条 この法人は，社会福祉法第２六条の規定により，利用者が，個人の尊

厳を保持しつつ，自立した生活を地域社会において営むことができるよう支援

することなどを目的として，次の事業を行う。 

（１）〇〇の事業 

（２）〇〇の事業 

２  前項の事業の運営に関する重要な事項については，理事総数の３分の２以上

の同意及び評議員会の承認を得なければならない。 

（備考１）具体的な目的の記載は，事業の種別に応じ，社会福祉法の基本的理念及びそれぞれ

の法人の理念に沿って記載すること。  

（備考２）上記記載は，あくまで一例であるので，（備考一）を踏まえ，法人の実態に即した

記述とすること。  

（備考３）公益事業のうち，規模が小さく社会福祉事業と一体的に行われる事業又は社会福祉

事業の用に供する施設の機能を活用して行う事業については，必ずしも定款 の変更

を行うことを要しないこと。  
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（備考）収益を目的とする事業を行う場合には，以下の条項を定めること  

第○章 収益を目的とする事業 

 

（種別） 

第○○条 この法人は，社会福祉法第26条の規定により，次の事業を行う。 

（１）〇〇業 

（２）〇〇業 

２  前項の事業の運営に関する重要な事項については，理事総数の３分の２以上

の同意及び評議員会の承認を得なければならない。 

（備考）  

事業種類は，事業の内容が理解できるよう具体的に記載すること。  

 

（収益の処分） 

第○○条 前条の規定によって行う事業から生じた収益は，この法人の行う社会

福祉事業又は公益事業（社会福祉法施行令（昭和33年政令第185号）第13

条及び平成14年厚生労働省告示第283号に掲げるものに限る。）に充てる

ものとする。 

（備考）  

母子及び寡婦福祉法（昭和 39年法律第 129号）第 14条に基づく資金の貸付を受けて行う，同法

施行令（昭和 39年政令第 224号）第６条第１項各号に掲げる事業については，本条は必要ない

こと。  

 

第７章 解散 

 

（解散） 

第 38条  この法人は，社会福祉法第４６条第１項第１号及び第３号から第６号

までの解散事由により解散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第 39条  解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産

は，評議員会の決議を得て，社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校

法人及び公益財団法人のうちから選出されたものに帰属する。 

 

第８章 定款の変更 

 

（定款の変更） 

第 40条  この定款を変更しようとするときは，評議員会の決議を得て，旭川市

の認可（社会福祉法第45条の36第２項に規定する厚生労働省令で定める事

項に係るものを除く。）を受けなければならない。 

２  前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは，遅
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滞なくその旨を旭川市に届け出なければならない。 

 

 

第９章 公告の方法その他 

 

（公告の方法） 

第41条  この法人の公告は，社会福祉法人〇〇福祉会の掲示場に掲示するとと

もに，官報，新聞又は電子公告に掲載して行う。 

（備考）  

解散時の債権申出の催告及び破産手続の開始については，官報によって公告すること。  

 

（施行細則） 

第42条  この定款の施行についての細則は，理事会において定める。  

 

附  則  

この法人の設立当初の役員，評議員＜，会計監査人＞は，次のとおりとす

る。ただし，この法人の成立後遅滞なく，この定款に基づき，役員の選任

を行うものとする。 

理事長 

理 事  

 〃  

 〃  

 〃  

 〃  

監 事  

 〃  

評議員 

 〃  

 〃  

 〃  

 〃  

 〃  

 〃  

＜会計監査人＞ 

（備考一）  

会計監査人を置いていない場合，＜＞内は不要。  

（備考２）  

平成 29 年 4 月 1 日前に設立された法人は，評議員及び会計監査人の定めは不要。  
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【参考例】評議員選任・解任委員会運営細則 

 

（目的）  

第１条 本細則は，社会福祉法人○○会定款第○条○項（※１）に規定された，

社会福祉法人○○会評議員選任・解任委員会（以下「委員会」という。）におけ

る評議員の選任・解任手続等を定めたものである。  

 

 

 

 

（設置及び任務）  

第２条 当法人に，評議員選任・解任委員会（「以下「委員会」という。」）を置く。  

２ 委員会は当法人の評議員の選任及び解任について審議し，決定する。  

 

（委員の構成）  

第３条 委員会は監事○名，事務局員○名，外部委員○名の合計○名で構成する。  

２ 理事長は，委員会に出席しなければならない。  

 

（外部委員の資格）※２  

第４条 次に掲げる者は，本細則第３条第１項に定める外部委員となることはで

きない。  

（１）この法人の評議員，理事，監事，職員  

（２）前号に該当する者で，その職を辞してから１年未満の者  

（３）第４条第１号の者と特殊な関係にある者  

 

 

 

 

（委員の選任）  

第５条 委員の選任は理事会の議決をもって行わなければならない。  

 

（委員の任期）  

第６条 委員の任期は，選任後４年以内（※３）に終了する会計年度のうち，最

終のものに関する定時評議員会の終結の時までとする。ただし再任を妨げない。 

２ 委員は，辞任又は任期満了後においても定款第○条第○項（※４）に定め

る定員に足りなくなるときは，新たに選任された者が就任するまではその職

務を行わなければならない。  

 

 

 

※１ 「第○条○項については，厚労省事務連絡「社会福祉法人制度改革におけ

る社会福祉法人定款例（案）について」と同様の定款の場合は「第６条第１項」

となります。  

※２ 外部委員については，法人関係者ではない，中立的な立場にある外部の方

を委員とすること（評議員における特殊関係者の除外を準用することが望まし

い。）。  
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（委員の解任）  

第７条 委員が，次の各号のいずれかに該当するときは，理事会において，理事

現在数の３分の２以上の議決により，理事長がこれを解任することができる。  

（１）心身故障のため，職務の執行に堪えないと認められるとき。  

（２）職務上の義務違反，その他委員たるにふさわしくない行為があると認めら

れるとき。  

 

（委員の報酬等）  

第８条 委員には，その地位のみに基づいては，報酬を支給しない。  

２ 委員の報酬額は，理事会の議決を経て理事長が定める。  

３ 委員には，その職務を行うために要する費用を弁償することができる。こ

の場合の支給基準については，理事会の承認を経て理事長が定める。  

 

（招集）  

第９条 委員会は，理事長が招集する。  

 

（招集通知）  

第 10 条 理事長は，委員会の日の１週間前までに各委員会委員（以下「委員」

という。）に対して書面でその通知を発しなければならない。ただし，委員の全

員の同意があるときは，招集の手続を経ることなく開催することができる。  

 

（委員長）  

第 11 条 委員会の委員長は，当該委員会において委員の中から選出する。  

２ 委員長は，委員会の議長とする。  

 

（評議員の選任）  

第 12 条 評議員会の選任は，以下の手続を経るものとする。  

（１）理事長は理事会で定めた様式１「次期評議員候補者推薦書」（※５）を委員

会に提出する。  

（２）理事長は，様式１「次期評議員候補者推薦書」 (※５ )記載事項のほか，当

該候補者を評議員として適任と判断した理由を説明しなければならない。  

（３）委員会は，理事長より提出された様式１「次期評議員候補者推薦書」(※５ )

※４ 厚労省事務連絡「社会福祉法人制度改革における社会福祉法人定款例（案）

について」と同様の定款場合は「第６条第２項」となります。  

※３ 「就任後４年以内に終了する会計年度」については，評議員の任期を定款

により「選任後６年以内に終了する会計年度」とした場合は，「６年以内」とする

こと。  
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について審議を行い，評議員の選任について議決を行う。  

 

 

 

 

 

（評議員の解任）  

第 13 条 評議員の解任は，以下の各号の手続を経るものとする。  

（１）理事長は，委員会に理事会で議決された評議員解任の提案を行い，評議員

として不適任とした理由を委員に説明しなければならない。  

（２）委員会は，解任の提案をされた被解任評議員に弁明の機会を保障する。  

（３）委員会は，理事会より提案された評議員の解任について審議を行い，解任

の可否について議決を行う。  

 

（議決）  

第 14 条 委員会の議決は，委員の過半数が出席し，その過半数をもって行う。

ただし，外部委員の○名以上が出席し，かつ，外部委員の○名以上が賛成する

こと要する。  

 

（議事録）  

第 15 条 委員会の議事については，議事録を作成する。  

２ 議事録は書面をもって作成し，委員長及び出席した委員が署名又は記名押印

しなければならない。  

３ 議事録は，次に掲げる事項を内容とするものでなければならない。  

（１）委員会が開催された年月日及び場所  

（２）委員会の議事の経過の要領及びその結果  

（３）委員会に出席した理事及び法人の職員の職氏名  

（４）議事録作成に係る職務を行った者の職氏名  

４ 第１項の議事録は，委員会の日から１０年間，その主たる事業所に備え置か

なければならない。  

 

（補則）  

第 16 条 この細則に定めるもののほか，委員会の運営に関する必要な事項は，

理事長が別に定める。  

 

（改廃）  

第 17 条 この細則の改廃は，理事会の議決を経なければならない。  

 

 附  則  

 この細則は，平成○○年○月○日から施行する。  

※５ この細則では，評議員候補者推薦にあたり，理事会が様式１「次期評議員

候補者推薦書」の作成を行い，この推薦書は委員会への説明資料，さらに委員会

の審議資料としています。これは委員会の運営を適正に行うために便宜上用意し

た様式となります。  
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※この評議員選任・解任委員会運営細則は，厚生労働省が示した定款例等をもと

にモデルとして作成したものです。各法人の実情に合わせて変更して下さい。  
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様式１  

 

社会福祉法人 ○○会 次期評議員候補者推薦書（案）  

 

（ №   ）  

氏 名   

生年月日   

住 所   

経歴・職歴  

 

 

 

 

 

 

 

 

推薦理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

兼職状況  

 

 

 

 

 

欠格事由  １該当あり     ２該当なし  

特殊関係者  １該当あり     ２該当なし  
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【参考例】理事会議事録（評議員会前） 

 

（あくまでの議事録例であるので，一言一句このように議事録を作成する必要は，

ありません）  

 

社会福祉法人○○会 平成○○年度第１回理事会議事録  

 

１ 開催日時   平成○○年○月○○日  午後○時～午後○時  

 

２ 開催場所   社会福祉法人○○会本部会議室  

 

３ 出席者     

（１）理事総数 ○名  

   出席理事 ○名（※理事長を含む。）  

    理事長 ○○○○   理事  ○○○○  

    理事  ○○○○   理事  ○○○○  

（２）監事総数 ○名  

   出席監事 ○名  

    監事 ○○○○    監事  ○○○○  

（３）事務局  

        事務局長 ○○○○  事務局員 ○○○○   

 

４ 議長  

    理事長 ○○○○  

 

５ 議事録作成者  

    理事長 ○○○○  

 

６ 議題  

（１）決議事項  

  議案第１号 平成○○年度予算案の承認について  

  議案第 2 号 平成○○年度事業計画の承認について  

   議案第３号 理事候補者の選任について  

   議案第４号 監事候補者の選任について  

  議案第５号 評議員選任・解任委員会細則について  

  議案第６号 評議員選任・解任委員会委員の選任について  

    議案第７号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の額について  

    議案第８号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の支給の基準について  

    議案第９号 評議員会の開催について  
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７ 議事の経過の要領及びその結果  

 定刻，理事の互選により理事長を議長に選出後，議長は開会を宣し，理事○

名が出席，定款第○○条により理事会が成立した旨を告げた。  

 議長は，各理事に本理事会の決議事項に特別の利害関係を有する者は申し出

ることを告げ，各理事からは申出がなく，該当する理事がいないことを確認し

た上で，議事に入った。  

 

議案第１号 平成○○年度の予算案等の承認について  

議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）より，「平成○○年度予算案（案）」

に基づき，説明があった。  

議長は，各理事に対し，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続い

て，本議案についての賛否を諮ったところ，理事全員の賛成をもって，本議案

は承認された。  

 

議案第２号 平成○○年度の事業計画の承認について  

議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）より，「平成○○年度事業計画

（案）」に基づき，説明があった。  

議長は，各理事に対し，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続い

て，本議案についての賛否を諮ったところ，理事全員の賛成をもって，本議案

は承認された。  

 

議案第３号 理事候補者の選任について  

議長より，法人の設立に伴い，理事全員を選任する必要があることの説明が

あり，議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）より，理事会として，理

事候補者を選任すべく，別紙の理事候補者一覧表，経歴書等に基づき，次のと

おり提案した。  

 

     理事候補者 ○○ ○○  

         理事候補者 ○○ ○○  

         理事候補者 ○○ ○○  

         理事候補者 ○○ ○○  

         理事候補者 ○○ ○○  

         理事候補者 ○○ ○○  

 

議長は，各理事に対し，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続い

て，本議案についての賛否を諮ったところ，理事全員の賛成をもって，本議案

は議決された。  

 

議案第４号 監事候補者の選任について  

議長より，法人の設立に伴い，監事全員を選任する必要があることの説明が
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あり，議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）より，理事会として，監

事候補者を選任すべく，別紙の監事候補者一覧表，経歴書等に基づき，次のと

おり提案した。  

 

         監事候補者 ○○ ○○  

         監事候補者 ○○ ○○  

  議長は，各理事に対し，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続い

て，本議案についての賛否を諮ったところ，理事全員の賛成をもって，本議案

は議決された。  

 

議案第５号 評議員選任・解任委員会細則について  

議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，別紙評議員選任・解任

委員会細則（案）の説明があった。  

議長は，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続いて，賛否を諮っ

たところ，理事全員の賛成をもって，本議案は議決された。  

 

議案第６号 評議員選任・解任委員会委員の選任について  

議長より，法人の設立に伴い，評議員選任・解任委員会委員を選任する必要

があることの説明があり，議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）より，

理事会として，評議員選任・解任委員候補者を選任すべく，別紙の評議員選任・

解任委員会委員候補者一覧表，経歴書等に基づき，次のとおり提案した。  

 

     評議員選任・解任委員会委員候補者 事務局員○○ ○○  

     評議員選任・解任委員会委員候補者 監事  ○○ ○○  

     評議員選任・解任委員会委員候補者 外部委員  ○○ ○○         

 

議長は，各理事に対し，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続い

て，本議案についての賛否を諮ったところ，理事全員の賛成をもって，本議案

は議決された。  

 

議案第７号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の額について  

 議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，役員等の報酬について

は，定款第○条及び第○条に基づき，評議員，理事，監事とも無報酬である旨

説明があった。議長は，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続いて，

賛否を諮ったところ，理事全員の賛成をもって，本議案は議決された。  

 

議案第８号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の支給の基準について  

議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，別紙役員等報酬規程に

基づき，評議員，理事，監事とも無報酬であるが，理事会，評議員会に出席し

た場合，監事が監査を実施した場合等についての費用弁償を支給することにつ
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いて説明があった。  

議長は，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続いて，賛否を諮っ

たところ，理事全員の賛成をもって，本議案は議決された。  

 

議案第９号 評議員会の開催について  

 議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，平成○○年度○○評議

員会  について，次のとおり開催することの説明があった。  

 議長は，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続いて，賛否を諮っ

たところ，理事全員の賛成をもって，本議案は議決された。  

  

      １ 日 時   平成○○年○月○○日  

      ２ 場 所   社会福祉法人○○会 本部会議室  

      ３ 議 案      

              議案第１号 理事の選任について  

          議案第２号 監事の選任について  

              議案第３号 役員等の報酬等の額について  

               議案第４号 役員等の報酬等の支給の基準について  

                

 

 

以上，議長は議事が全て終了した旨を告げ，午後○時に閉会した。  

  この議事録の正確を期するため，次のとおり署名（又は記名押印）する。  

 

 

平成○○年○月○○日  

 

社会福祉法人○○会  

                      議長 理事長 ○○ ○○ ㊞  

監 事 ○○ ○○  ㊞  

監 事 ○○ ○○  ㊞  
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【参考例】評議員選任・解任委員会議事録  

 

 

社会福祉法人  ○○会  

第１回 評議員選任・解任委員会議事録  

 

１．開催日時  平成○○年○○月○○日（ ）  時   分から  時   分    

 

２．開催場所  特別養護老人ホーム○○○苑 会議室  

 

３．出席者   

（１）評議員選任・解任委員会委員  

  外部委員  ○○ ○○  

  監   事   ○○ ○○  

  事務局員  ○○ ○○  

      選任・解任委員会定数３名，出席者３名  

（２）法人側出席者  

  理事長   ○○ ○○  

  法人本部職員 ○○ ○○，○○ ○○  

 

４．審議事項 第１号議案  

 （１）評議員の選任について  

 

５．議事経過の要領及びその結果  

 定刻になり○○理事長が開会を宣し，法人定款第○条にある委員の出席を確

認し本会が成立した旨を告げた。  

 理事長より，法人評議員選任・解任委員会運営細則第○条により，「委員会の

委員長は，委員の中から選出し，委員長は委員会の議長とする。」と定められて

いると，議場に諮った。  

 ○○委員より，「○○委員にお願いしては」との提案があり，議場に諮ったと

ころ全員異議なく承認され，○○委員が委員長に就任し，議案の審議に入った。  

 

６．審議事項  

 （１）第１号議案 評議員の選任について  

議長は，第１号議案を提案し，法人本部職員○○より，○月○日に開催され

た平成○○年第○回理事会から推薦のあった，評議員候補者について，法人評

議員選任・解任委員会運営細則第○条に基づき，次期候補者推薦書を委員に提

出し，「当該候補者を評議員として適任とした理由」，「当該候補者と本法人及び

役員等の関係」及び「当該候補者の兼務状況」を説明した。  

審議を行い，その選任の賛否を諮ったところ，全員異議なく賛成したので，下
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記のとおり選任することが可決された。  

 選任された評議員 ７名  

○○ ○○氏  

○○ ○○氏  

○○ ○○氏  

○○ ○○氏  

○○ ○○氏  

○○ ○○氏  

○○ ○○氏  

 

  議長は，以上をもって全ての審議事項が終了した旨を述べ，○時○○分に閉

会を宣言し，解散した。  

 

以上  

 

８．議事録作成者 社会福祉法人 ○○会 （役職） 氏名  ○○ ○○  

 

 上記議事経過に相違がないことを証するため，法人評議員選任・解任委員会

運営細則第○条の規定により委員長及び出席した委員の全員が記名押印する。  

 

 

平成○○年○○月○○日  

 

             委員長（議長）            印  

 

             議事録署名人             印  

 

             議事録署名人             印  
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【参考例】評議員会議事録 

 

（あくまでの議事録例であるので，一言一句このように議事録を作成する必要は

ありません）  

 

社会福祉法人○○会 平成○○年度第１回評議員会議事録  

 

１ 開催日時   平成○○年○月○○日  午後○時～午後○時  

 

２ 開催場所   社会福祉法人○○会本部会議室  

 

３ 出席者  

（１）評議員総数  ○名  

   評議員出席者 ○名  

    ○○ ○○   ○○ ○○     ○○ ○○     ○○ ○○  

    ○○ ○○   ○○ ○○     ○○ ○○  

（２）理事出席者  ○名  

    理事長 ○○ ○○  業務執行理事 ○○ ○○  

    理事  ○○ ○○  理事  ○○ ○○  

（３）監事出席者  ○名  

    監事 ○○  ○○  監事 ○○ ○○  

（４）事務局  

        事務局長 ○○ ○○   事務局員 ○○  ○○  

 

４ 議長  

    評議員 ○○ ○○  

 

５ 議事録作成者  

    ○○○ ○○ ○○  

        ※理事長，業務執行理事，事務局長等が想定される。  

 

６ 議題  

（１）決議事項  

     議案第１号 理事の選任について  

     議案第２号 監事の選任について  

     議案第３号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の額について  

      議案第４号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の支給の基準につい  

         て  
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７ 議事の経過の要領及びその結果  

定刻，○○理事長（業務執行理事，事務局長）が開会を告げ，評議員○名が

出席し，定款第○○条により，評議員会が成立したことを報告。○○理事長の  

挨拶の後，出席した評議員の互選により○○評議員を議長に選出。  

議長は，全評議員の了承を得て，○○評議員，○○評議員を議事録署名人に

指名。  

  議長は，開会を宣し，各評議員に本評議員会の決議事項に特別の利害関係を

有する者は申し出ることを告げ，各評議員からは申出がなく，該当する評議員

がいないことを確認した上で，議事に入った。  

 

  議案第１号 理事の選任について  

議長より，法人の設立に伴い，理事全員を選任する必要があることの説明が

あった。続いて，議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，別紙に

より理事の選任案及び理事会より理事候補者が提案されたことの説明があった。 

 

議長は，次のとおり理事候補者ごとに選任を諮った。  

理事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○

氏を理事に選任。  

理事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○

氏を理事に選任。  

理事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○

氏を理事に選任。  

理事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○

氏を理事に選任。  

理事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○

氏を理事に選任。  

理事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○

氏を理事に選任。  

    以上，理事６名の選任を終了した。  

 

議案第２号 監事の選任について  

議長より，法人の設立に伴い，監事全員を選任する必要があることの説明が

あった。  

続いて，議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，別紙により監

事の選任案及び理事会より現監事の同意を得たうえで，監事候補者が提案され

たことの説明があった。  

 

議長は，次のとおり監事候補者ごとに選任を諮った。  

 

監事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○
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氏を監事に選任。  

監事候補者○○ ○○について，評議員全員の承認を得たので，○○  ○○

氏を監事に選任。  

以上，監事２名の選任を終了した。  

 

議案第３号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の額について  

 議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，役員等の報酬について

は，定款第○条及び第○条に基づき，評議員，理事，監事とも無報酬である旨

説明があった。  

議長は，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続いて，賛否を諮っ

たところ，評議員全員の賛成をもって，本議案は議決された。  

 

議案第４号 役員等（理事，監事，評議員）の報酬等の支給の基準について  

 議長の求めに応じて，事務局（○○事務局長）から，評議員，理事，監事と

も無報酬であるが，役員等の報酬は無報酬であること及び理事会，評議員会に

出席した場合，監事が監査を実施した場合等に，費用弁償を支給することにつ

いて，別紙のとおり，役員等報酬規程を定めることの説明があった。  

議長は，意見・質問等を募ったところ，意見等はなく，続いて，賛否を諮っ

たところ，評議員全員の賛成をもって，本議案は議決された。  

 

 

   以上，議長は議事が全て終了した旨を告げ，午後○時に閉会した。  

   この議事録の正確を期するため，次のとおり署名（又は記名押印）する。  

 

 

平成○○年○月○○日  

 

社会福祉法人○○会  

                     議長  評議員 ○○ ○○ ㊞  

                        評議員  ○○ ○○ ㊞  

                        評議員  ○○ ○○ ㊞  
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【参考様式１】 役員（理事・監事）履歴書  

 

履 歴 書（理事・監事用） 
  年   月   日作成  

 

ふりがな   

氏 名 
 

生年月日     年   月   日  （満  歳）  性別  男  ・  女  

住 所 

〒  

 

電話   （   ）        

Ｅメールアドレ

ス  

 

 

職歴  

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  年  月  日    

    

    

    

    

    

 

現職  ※職歴とは別に記入してください。 

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    

    

    

 

他法人役員歴 ※他法人役員歴については，履歴とは別に記載してください。  

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    
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その他兼務職歴 

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    

    

    

 

資格・免許 

名称（種別） 取得年月日及び登録番号 取扱機関 

  年   月   日  №   

    

    

 

他の理事との関係 ※下記に該当する場合に記載  

氏  名  関係（具体的に） 氏  名  関係（具体的に） 

    

    

    

各 理 事 に つ い て 、そ の 配 偶 者 又 は 三 親 等 以 内 の 親 族 そ の 他 理 事 と 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 特 殊 の 関 係 が

あ る 場 合 に 記 載 。  

【 参 考 ： 厚 生 労 働 省 令 （ 社 会 福 祉 法 施 行 規 則 第 2 条 の 10）】  

法 第 44 条 第 6 項 に 規 定 す る 各 理 事 と 厚 生 労 働 省 令 で 定 め る 特 殊 の 関 係 が あ る 者 は 、 次 に 掲 げ る 者 と

す る 。  

一  当 該 理 事 と 婚 姻 の 届 出 を し て い な い が 事 実 上 婚 姻 関 係 と 同 様 の 事 情 に あ る 者  

二  当 該 理 事 の 使 用 人  

三  当 該 理 事 か ら 受 け る 金 銭 そ の 他 の 財 産 に よ っ て 生 計 を 維 持 し て い る 者  

四  前 二 号 に 掲 げ る 者 の 配 偶 者  

五  第 一 号 か ら 第 三 号 ま で に 掲 げ る 者 の 三 親 等 以 内 の 親 族 で あ っ て 、こ れ ら の 者 と 生 計 を 一 に す る も  

 の  

六  当 該 理 事 が 役 員（ 法 人 で な い 団 体 で 代 表 者 又 は 管 理 人 の 定 め の あ る も の に あ っ て は 、そ の 代 表 者

又 は 管 理 人 。 以 下 こ の 号 に お い て 同 じ 。） 若 し く は 業 務 を 執 行 す る 社 員 で あ る 他 の 同 一 の 団 体 （ 社

会 福 祉 法 人 を 除 く 。） の 役 員 、 業 務 を 執 行 す る 社 員 又 は 職 員 （ 当 該 他 の 同 一 の 団 体 の 役 員 、 業 務 を

執 行 す る 社 員 又 は 職 員 で あ る 当 該 社 会 福 祉 法 人 の 理 事 の 総 数 の 当 該 社 会 福 祉 法 人 の 理 事 の 総 数 の

う ち に 占 め る 割 合 が 、 三 分 の 一 を 超 え る 場 合 に 限 る 。）  

七  第 二 条 の 七 第 八 号 に 掲 げ る 団 体 の 職 員 の う ち 国 会 議 員 又 は 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 議 員 で な い 者

（ 当 該 団 体 の 職 員 （ 国 会 議 員 又 は 地 方 公 共 団 体 の 議 会 の 議 員 で あ る 者 を 除 く 。） で あ る 当 該 社 会 福

祉 法 人 の 理 事 の 総 数 の 当 該 社 会 福 祉 法 人 の 理 事 の 総 数 の う ち に 占 め る 割 合 が 、三 分 の 一 を 超 え る 場

合 に 限 る 。）．  
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【参考様式２】 役員（理事・監事）申立書  

 

申 立 書 

 

私は，社会福祉法人旭川○○○会の理事（監事）就任に当たり，社会福祉法第

４４条第１項に規定する事項等の下記の項目について，いずれも該当しないこと

を申し立てます。 

 

１  成年被後見人又は被保佐人  

２ 生活保護法，児童福祉法，老人福祉法，身体障害者福祉法又は社会福祉法

の規定に違反して刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けること

がなくなるまでの者 

３ 前項に該当する者を除くほか，禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わ

り，又は執行を受けることがなくなるまでの者  

４ 社会福祉法第５６条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命

ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員  

５ 暴力団員等の反社会的勢力の者（社会福祉法人審査基準第３ -１（６）） 

 

 

 

社会福祉法人○○会設立準備委員会  

設立代表            様  

 

 

  年   月   日  

 

住所  

氏名             ㊞  
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【参考様式３】 役員（理事・監事）就任承諾書  

 

 

理事（監事）就任承諾書  

 

 

社会福祉法人 ○  ○  会設立に際して理事（監事）に就任することを承諾し

ます。  

 

（任期）法人設立時から～法人設立後最初の評議員選任・解任委員会終結時まで  

 

 

 

 

  年   月   日  

住所           

氏名          （印）  

 

 

社会福祉法人○○設立準備委員会  

設立代表            様  
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【参考様式４】 評議員履歴書  

 

履 歴 書（評議員用） 
  年   月   日作成  

 

ふりがな   

氏 名 
 

生年月日     年   月   日  （満  歳）  性別  男  ・  女  

住 所 

〒  

 

電話   （   ）        

Ｅメールアドレ

ス  

 

 

職歴  

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  年  月  日    

    

    

    

    

    

 

現職  ※職歴とは別に記入して下さい。 

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    

    

    

 

他法人役員歴 ※他法人役員歴については，履歴とは別に記載してください。  

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    
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その他兼務職歴 

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    

    

    

 

資格・免許 

名称（種別） 取得年月日及び登録番号 取扱機関 

  年   月   日  №   

    

    

 

他の評議員予定者及び理事との関係  ※下記の１及び２に該当する場合に記載 してく

ださい。  

氏  名  関係（具体的に） 氏  名  関係（具体的に） 

    

    

    

1.  各評議員について，その配偶者又は三親等以内の親族その他各評議員と厚生

労働省令で定める特殊の関係がある場合に記載。  

2.  理事・監事について，その配偶者又は三親等以内の親族その他各評議員と厚

生労働省令で定める特殊の関係がある場合に記載。  
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【参考様式５】 評議員申立書  

申 立 書 

 

私は，社会福祉法人旭川○○○会の評議員就任に当たり，社会福祉法第４０条

第１項に規定する事項等の下記の事項について，いずれも該当しないことを申し

立てます。 

 

１  成年被後見人又は被保佐人  

２ 生活保護法，児童福祉法，老人福祉法，身体障害者福祉法又はこの法律の

規定に違反して刑に処せられ，その執行を終わり，又は執行を受けることが

なくなるまでの者 

３ 前項に該当する者を除くほか，禁錮以上の刑に処せられ，その執行を終わ

り，又は執行を受けることがなくなるまでの者  

４ 社会福祉法第５６条第８項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命

ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員  

５ 暴力団員等の反社会的勢力の者（社会福祉法人審査基準第３ -１（６）） 

 

 

 

社会福祉法人○○会設立準備委員会  

設立代表     様  

 

 

  年   月   日  

 

住所  

氏名             ㊞  
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【参考様式６】 評議員就任承諾書  

 

評議員就任承諾書 

 

 

社会福祉法人 ○  ○  会設立に際して評議員に就任することを承諾します。  

 

 

（任期）法人設立時から～法人設立後最初の評議員選任・解任委員会終結時まで  

 

 

  年   月   日  

住所                

氏名               （印）  

 

 

社会福祉法人○○設立準備委員会  

設立代表             様  
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【参考様式７】 評議員選任・解任委員履歴書  

 

履 歴 書（評議員選任・解任委員用） 
  年   月   日作成  

 

ふりがな   

氏 名 
 

生年月日     年   月   日  （満  歳）  性別  男  ・  女  

住 所 

〒  

 

電話   （   ）        

Ｅメールアドレ

ス  

 

 

職歴  

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  年  月  日    

    

    

    

    

    

 

現職  ※職歴とは別に記入して下さい。 

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    

    

    

 

他法人役員歴 ※他法人役員歴については，履歴とは別に記載してください。  

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    
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その他兼務職歴 

勤務先 在職期間 職務内容 役職  

 年  月  日～  現  在    
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【参考様式８】 評議員選任・解任委員就任承諾書  

 

評議員選任・解任委員会委員就任承諾書  

 

 

社会福祉法人 ○  ○  会設立に際して，評議員選任・解任委員会委員に就任

することを承諾します。  

 

（任期）法人設立時～    年定時評議員会終結時まで  

※任期については，定款で定める評議員の任期と同一とすることが望ましい  

 

 

 

  年   月   日  

住所  

氏名           印  

 

社会福祉法人○○会設立準備委員会  

設立代表             様  
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【参考様式９】 資金贈与契約書  

贈 与 契 約 書（例）  

 

 ○○○○（以下「甲」という。），社会福祉法人○○会設立代表○○○○（以下

「乙」という。）と○○○○（以下「丙」という。）は，次のとおり贈与契約を締

結した。  

第１条 甲は，社会福祉法人○○会の設立が認可されたときは，同法人の○○財

産（○○資金）として，○○万円を同法人に贈与することを約し，乙は，これ

を承諾した。  

第２条 甲は，前条による贈与を，同法人設立後１週間以内に行わなければなら

ない。  

第３条 甲が，第１条による贈与を履行できないとき又はできなくなったときは，

丙がその贈与を代替して行う。  

第４条 社会福祉法人○○会の設立の認可が得られないときは，この契約は無効

とし，これにより損害が発生した場合，甲は，損害の賠償を請求することがで

きない。  

第５条 この契約に定めていない事項については，甲，乙及び丙は，誠意をもっ

て協議の上決定するものとする。  

 上記契約を証するため，同文３通を作成し，甲，乙及び丙署名押印の上，各１

通を所持する。  

 

     年   月   日  

甲  住所   

氏名   ○印  

乙  住所   

氏名  社会福祉法人○○会設立代表

 ○印  

丙  住所   

氏名   ○印  

 

（参考）  

第１条の例  

①   · · · · · · · ·  ，同法人の基本財産として，  · · ·   

②   · · · · · · · ·  ，同法人の運用財産（施設建設資金）として  ·   

③   · · · · · · · ·  ，同法人の運用財産（設備建設資金）として  ·   

④   · · · · · · · ·  ，同法人の運用財産（運営資金）として · · ·  

⑤   · · · · · · · ·  ，同法人の運用財産（運転資金）として · · ·  

⑥   · · · · · · · ·  ，同法人の基本財産として，金○○万円を，また，運用財産（施設建

設資金）として，金○○万円を   
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【参考様式１０】 不動産贈与契約書  

 

贈 与 契 約 書（例） 

 

 ○○○○（以下「甲」という。），社会福祉法人○○会設立代表○○○○（以下「乙」

という。）は，次のとおり贈与契約を締結した。  

第１条  甲は，社会福祉法人○○会の設立が認可されたときは，同法人が建設する

○○○○施設の敷地として，甲が所有する  

（１）旭川市○○条○○丁目○番地所在の土地（○○○○㎡）  

（２）旭川市○○条○○丁目○番地所在の土地（○○○○㎡）  

（３）旭川市○○条○○丁目○番地所在の土地（○○○○㎡）  

を同法人に贈与することを約し，乙は，これを承諾した。  

 

第２条  甲は，前条による贈与を，同法人設立後１週間以内に行わなければならな

い。  

 

第３条  社会福祉法人○○会の設立の認可が得られないときは，この契約は無効と

し，これにより損害が発生した場合，甲は，損害の賠償を請求することができな

い。  

 

第４条  この契約に定めていない事項については，甲，乙は，誠意をもって協議の

上決定するものとする。  

 

 上記契約を証するため，同文２通を作成し，甲，乙署名押印の上，各１通を所持

する。  

 

      年   月   日  

 

甲  住所   

氏名   ○印  

 

乙  住所   

氏名  社会福祉法人○○会設立代表  

 ○印  

 

※注意  

・土地については，登記事項証明書を確認し，登記事項証明書の内容と相違なく記

載すること  

・一筆ごとに記載すること  
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【参考様式１１】 償還金贈与契約書  

 

贈 与 契 約 書（例） 

 

 ○○○○（以下「甲」という。），社会福祉法人○○会設立代表○○○○（以

下「乙」という。）と○○○○（以下「丙」という。）は，次のとおり贈与契約

を締結した。 

第１条 甲は，社会福祉法人○○会の設立が認可されたときは，同法人の○○

○○からの償還財源として，総計金○○万円を別記のとおり同法人に贈与す

ることを約し，乙は，これを承諾した。 

第２条 甲は，前条による贈与を，毎年○月末までに行わなければならない。 

第３条 甲が，第１条による贈与を履行できないとき又はできなくなったとき

は，丙がその贈与を代替して行う。 

第４条 丙は，第３条による贈与の承継を履行できなくなったときは，あらか

じめ乙の承諾を得なければならない。 

第５条 この契約に定めていない事項については，甲，乙及び丙は，誠意をも

って協議の上決定するものとする。 

 上記契約を証するため，同文３通を作成し，甲，乙及び丙署名押印の上，各

１通を所持する。 

 

      年   月   日  

 

甲  住所  

氏名  ○印 

 

乙  住所  

氏名 社会福祉法人○○会設立代表 

 ○印 

 

丙  住所  

氏名  ○印 
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（別記） 

 

年  贈   与   額  
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【参考様式１２】 贈与予定者の資産申立書 

資 産 申 立 書 

基本財産 として 現金    円  

 社会福祉法人○○会 の 運用財産 として 土地    ㎡   を寄附する  

借入金償還金 として 総額     円  

私の資産は，下記のとおりであることを申し立てます。  

１ 固定資産  （単位：面積～㎡、固定資産評価額～千円）  

土地所在地  面 積  固定資産評価額  土地所在地  面 積  固定資産評価

額  

      

      

      

      

（注）１ 登記事項証明書を添付すること。  

２ 固定資産評価額は，市町村課税台帳によること。  

２ 負   債  （単位：千円）  

区分  負債額  区分  負債額  

    

    

（注）「区分」欄は，具体的に記載すること。  

３ 年間所得額（前年所得額）  （単位：円）  

 

 

 

 

 

 

 

（注）所得証明書を添付すること。  

４ 預金等（平成  年   月   日現在）（単位：円）  

預 金 等 の 種 類  預 入 先  預 金 等 の 額  預 金 等 の 種 類  預 入 先  預 金 等 の 額  

      

      

５ その他の資産  

 

 

（注）残高証明書（又は証書等の写し）を添付すること。  

 

所 得 の 種

類  

所 得 額  備 考  

  総収入額     

円  
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【参考様式１３】 土地売買確約書  

 

土 地 売 買 確 約 書 （例） 

 

 

社会福祉法人○○会設立代表○○○○が平成○○年度に国庫補助事業として計画し

ている下記の保育所整備計画について，当該施設建設計画が○○○○年度の旭川市補

助事業として採択された場合，下記２の土地について貴準備会と売買契約を締結すること

を確約いたします。 

 

 

○○年○○月○○日  

 

住  所     旭川市○○条○○丁目○○番○○号  

氏  名     (所有者 )               実印  

 

 

社会福祉法人○○会  

設立代表    ○○ ○○ 様  

 

 

記  

 

１ 保育所建設計画     保育所(定員 90 名 ) 

              鉄筋コンクリート造り 地上２階建  

              延床面積  ○○○㎡ 

 

２  売買予定地       旭川市○○条○○丁目○○番    ○○○㎡ 

              旭川市○○条○○丁目○○番    ○○○㎡ 

              合計 2 筆  

 

３  売買金額         金○○○○○○○○円 

 

 

 

※注意  

・土地については，登記事項証明書を確認し，登記事項証明書の内容と相違なく  

記載すること 

・土地については，一筆ごとに記載すること  
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【参考様式１４】 所有権移転登記確約書  

 

 

所有権移転登記確約書（例） 

 

 

 社会福祉法人○○会の設立が認可されたときは，下記の財産について，ただち

に貴法人に対し所有権移転登記を行うことを確約いたします。  

 

                 年   月   日  

            住所                      

            氏名（所有者）            印（実印） 

 

 

 社会福祉法人○○会 

 設立代表        様  

 

 

１  土地  

 （１）  旭川市○○○○条○○丁目○○番所在の土地 １筆       ㎡  

 （２）  旭川市○○○○条○○丁目○○番所在の土地 １筆       ㎡  

 

２  建物  

   旭川市○○○○条○○丁目○○番所在の○○造○○建建物 1 棟 

                            延べ      ㎡  

 

 

 

 

 

 

※注意  

・土地及び建物については，登記事項証明書を確認し，登記事項証明書の内容

と相違なく記載すること 

・土地及び建物については，一筆・一棟ごとに記載すること  
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【参考様式１５】 抵当権・根抵当権解除確約書  

 

  年   月   日  

 

宛先 旭川市長 

 

住所              

社会福祉法人○○会 

設立代表           印  

 

 

抵当権・根抵当権解除確約書（例） 

 

 

社会福祉法人○○会設立に当たり施設（事業所）計画地の土地等に設定され

ている抵当権・根抵当権については，法人設立後速やかに抹消を行うことを確

約いたします。 

 

 

記  

  

抵当権・根抵当権設定対象 

  

 （１） 土地  

①旭川市○○条○○丁目○番地所在の土地（○○○○㎡）  

②旭川市○○条○○丁目○番地所在の土地（○○○○㎡）  

③旭川市○○条○○丁目○番地所在の土地（○○○○㎡）  

（２） 建物 

①旭川市○○○○条○○丁目○○番所在の○○造○○建  

建物１棟     延べ     ㎡  

     ②旭川市○○○○条○○丁目○○番所在の○○造○○建  

建物 1 棟     延べ     ㎡  

 

 

※注意 

・土地及び建物については，登記事項証明書を確認し，登記事項証明書の内容

と相違なく記載すること 

・土地及び建物については，一筆・一棟ごと記載すること  

 


